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　研究成果シリーズは、農林水産技術会議が関係試験研究機関の協力を得て推進したプロジェクト研究

等の成果を研究・行政等の関係者に総合的かつ体系的に報告することにより、今後の研究及び行政の効

率的推進等に資することを目的として刊行するものである。

　第３８１集「流出油が沿岸・沖合生態系に及ぼす中・長期的影響の解明」は、環境庁国立機関公害防止等

試験研究費によって、平成１０年度から１２年度までの３年間にわたり、日本海区水産研究所（現・独立行

政法人水産総合研究センター日本海区水産研究所）、瀬戸内海区水産研究所（現・独立行政法人水産総合

研究センター瀬戸内海区水産研究所）、九州大学の３機関が共同して実施した研究の成果をとりまとめ

たものである。

　本研究においては、１９９７年１月、ロシア船籍タンカー「ナホトカ号」（１３，１５７トン）の破断・沈没によっ

て流出した約９，０００キロリットルに及ぶ大量の重油が、福井県等を中心とする日本海沿岸に漂着し、沿岸

域の環境及び漁業等に甚大な被害を与えたことに鑑み、流出重油が生態系に及ぼす影響を評価するため

に有効な指標生物を特定することを目的として実施されたものである。

　これらの研究成果は、今後の農林水産関係の試験研究及び行政を推進する上で貴重な知見を与えるも

のと考え、ここに本書を刊行し、広く関係者の参考に供する次第である。

　本研究を担当し、推進された方々の労に対し、深く感謝の意を表する。

　　　平成１４年３月

農林水産技術会議事務局長

岩元　睦夫
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　日本海区水産研究所及び瀬戸内海区水産研究所

　（委託先）九州大学

　１９９７年１月に、荒天下の日本海で発生したロシ

ア船籍タンカー「ナホトカ号」（１３，１５７トン）の破

断・沈没によって流出した約９，０００キロリットルに

及ぶ大量の重油は、福井県、石川県を中心として

日本海沿岸の広範囲に大量に漂着した。特に、破

断した船首部が漂着した福井県の三国町付近から

石川県珠洲市にかけての沿岸域の重油による汚濁

は甚大であった。この重油漂着は環境、生態系に

重大な影響を与えたものと考えられる。その後、

岩礁域に残留した重油とともに、船尾部の沈没し

ている沖合域では２年余に亘り重油が漏出し続け、

沿岸及び沖合生態系に対する長期的な影響が懸念

されたため、本研究プロジェクトを開始した。

　本研究の目的は、１９９６～１９９７年度に実施された

緊急事後調査に引続いて、岩礁域と沖合域におけ

る生物相及び海産生物の残留油成分をモニタリン

グすること、さらに生態系や海産生物への流出重

油の影響を評価するために飼育試験や薬物代謝酵

素活性を用いたモニタリング手法を開発すること

である。

１．生態学的手法による重油汚染モニタリング手

法の開発

　�　沿岸岩礁生態系に及ぼす中・長期的影響

　重油の漂着した三国町の岩礁域に定線を設定し、

潮間及び潮上帯生物の種組成や個体数等の生物相

の変化をモニタリングし、重油漂着直後の調査結

果と比較した。また斃死率の判定が容易なクロフ

ジツボを用いて重油滞留の影響を評価した。さら

に優占種であるタマキビガイ類の殻高組成の経年

変化から重油流出が再生産や加入に及ぼす影響を

検討した。これらの結果から重油流出が潮間帯及

び潮上帯の生態系に及ぼす影響を調査するにあ

たっての問題点を抽出するとともに、油汚染の影

響を評価する上で指標となる種を探索した。

　�　沖合域生態系に及ぼす中・長期的影響

　タンカー本体沈没海域、その隣接水域及び比較

対照海域において、１９９７年～２０００年に用船「第３８

歓喜丸」・「くろさき」及び日本海区水産研究所調

査船「みずほ丸」により水温・塩分・クロロフィ

ル調査、海水油分調査、プランクトン調査を行い、

植物・動物プランクトンの現存量及び種組成に及

ぼす重油汚染の影響を検討した。さらに、植物・

動物プランクトン体内の油成分（多環芳香族炭化

水素）をGC―MS法で分析し、生物体内への蓄積

程度を把握するとともに、直接検鏡による動物プ

ランクトン体内の油粒観察を行い、油汚染の指標

としての有用種の摘出を行った。

２．生化学的手法による重油汚染モニタリング技

術の開発

　�　生体内残留油成分による中・長期的影響

　採取した沿岸域および沖合域生物に含まれる石

油成分（主に多環芳香族炭化水素化合物（以下

PAHs））を GC―MSによって分析し、その体内濃

度の経年変化を調べた。また、マダイ、ヒラメお

よびサザエに、原油あるいは重油を添加した餌を

投与して、それぞれの PAHs 体内濃度を測定する

とともに、無添加の餌を投与してそれぞれの排泄

速度も求めた。さらに、ヒラメ胆汁については
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PAHs 代謝物濃度を蛍光光度計による簡易分析に

よって求めた。

　�　薬物代謝酵素活性による重油汚染モニタリ

ング手法の開発

　重油に曝露した海産生物の薬物代謝酵素の挙動

を調べ、指標となる酵素を明らかにするとともに、

重油汚染海域で入手した海産生物の酵素を測定し

て、油汚染の影響評価手法を開発した。

１．生態学的手法による重油汚染モニタリング手

法の開発

　�　沿岸岩礁生態系に及ぼす中・長期的影響

　事故当年の１９９７年および１９９８年にかけては植物、

動物とも出現種類数が少ない傾向がみられた。

１９９９年以降は各地点とも出現種類数や生物量が増

加、安定化した。このことから岩礁生態系が、重

油流出事故により直接的、短期的に大きなインパ

クトを受け、地点によってはその影響が２年程度

表れた後、回復に向かっていると考えられた。ま

た重油流出の影響をモニタリングするための指標

種として、ピリヒバ、サビ亜科、カサガイ類が適

当であると考えられた。これらの種は多くの地点

で、１９９７年、１９９８年には分布範囲、分布量とも少

なくなり、その後、回復傾向を示した。これらの

種は他の研究者が、事故直後からの継続的な観察

によって、被害を受けたと報告しているものと概

ね一致していた。

　重油漂着やその後の滞留が個体レベルで生物に

与える影響を知るために調査したクロフジツボの

調査結果では、事故直後から５年間斃死個体はほ

とんどみられなかった。また、対象海岸でもっと

も卓越していたタマキビガイ類について、重油流

出が再生産や加入に及ぼす影響を調べるために、

殻高組成の経年変動を調査したが、自然状態での

変動と事故の影響を分離することができず、明確

な結論は得られなかった。

　�　沖合域生態系に及ぼす中・長期的影響

　１９９７～２０００年６月の重油漏出海域における表層

油分の平均値は、１６．４から０．３  μｇ/lへと減少した。

この間、出現した植物プランクトンの主要分類群

は珪藻類と渦鞭毛藻類で、動物プランクトンでは

カイアシ類、ヤムシ類及び尾虫類であり、重油漏

出海域の植物・動物プランクトンの種組成が特異

的であるという結果は得られず、また、植物プラ

ンクトンの総細胞数は海水１リットル当たり１．２

～２１．０×１０３ 細胞、動物プランクトンの総個体数

は海水１�当たり１．７～６．０×１０２個体で他海域と

同程度であったことから、種組成・現存量に及ぼ

す流出油の影響は少ないと考えられた。

　重油漏出海域の植物プランクトンと小型動物プ

ランクトン（３㎜以下）の含有油分濃度は他の海

域よりも高い傾向はみられなかったが、大型動物

プランクトンのヤムシ類・オキアミ類に多環芳香

族炭化水素（フェナンスレン等）が比較的高濃度

に検出され、同時にこれらを餌とするスルメイカ

にも多く、低次から高次生物へ油成分の移行が示

唆された。また、ヤムシ類の体内に油粒が観察さ

れ、特に、重油流出後に油粒を保有するヤムシ類

の出現率が約４倍に増加した。これらの結果から

ヤムシ類・オキアミ類が油汚染の指標分類群とし

て有用であることが判明した。

２．生化学的手法による重油汚染モニタリング技

術の開発

　�　体内残留油成分による中・長期的影響

　１９９７年から３年間、三国町地先で採取したサザ

エ中腸腺の PAHs 濃度の変化を調べた結果、ナホ

トカ号重油流出事故後約２ヶ月で濃度は平常値ま

で低下し、ほぼ流出事故から回復したものと考え

られた。一方、サザエ以外の貝類の PAHs 濃度の

変化を調べた結果、経年的変化傾向は認められな

かった。これらの結果およびサザエへの石油類投

与実験によれば、サザエ中腸腺の PAHs 濃度は流

出事故時あるいは実験的投与時に上昇し、流出油

の影響が無くなると速やかに減少したことから、

流出油による汚染を監視する上でサザエが適して

いるものと考えられた。日本海沖合域で採取した

スルメイカおよびキュウリエソのPAHs濃度を調

べた結果、一部でナホトカ重油との関連性が疑わ

れるような結果が得られたが、一定の変化傾向が

認められなかった。

　マダイおよびヒラメに石油類あるいはその成分

の一部を取り込ませる実験を実施したところ、見

かけ上PAHsをほとんど蓄積しなかった。マダイ

では明確な結果が得られなかったが、EROD活性
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が誘導されたヒラメでは、わずかではあるが胆汁

中のPAHs代謝物濃度が上昇した。このことから

魚類を用いて流出油汚染の監視を行うには体内の

PAHs 濃度の測定のみならず、その代謝物につい

ても分析する必要があると考えられる。

　�　薬物代謝酵素活性による重油汚染モニタリ

ング手法の開発

　重油流出事故による汚染と生物への影響を評価

するため、バイオマーカーの開発と現場への適用

を行った。汚染の指標として、重油成分に反応し

て誘導される魚介類肝臓 P４５０１Aの酵素活性

（EROD）が簡便で実用的であった。対象生物と

してサザエ、マダイ、ヒラメについて検討を行っ

た結果、ヒラメが最も適当であった。重油をヒラ

メに餌から０．１、０．３、１ ㎎/㎏/day 投与すると、

肝臓のEROD活性が増加し、投与１０日目で１０倍以

上に増加した。さらに重油の投与を中止しても、

活性は６日以上低下しないことが明らかとなった。

この結果を基に、ナホトカ号重油流出域と非汚染

域（富山県黒部市地先、富山県氷見市地先、福井

県三国町地先、福井県小浜町地先、鳥取県鳥取市

地先）でヒラメを採取し肝臓EROD活性を測定し

た。その結果、地域間で差はなく、明確な重油流

出の影響は認められなかった。

１．生態学的手法による重油汚染モニタリング手

法の開発

　�　沿岸岩礁生態系に及ぼす中・長期的影響

　本課題では潮間帯・潮上帯の生態系において油

汚染の指標となる種を見いだすことができた。し

かし岩礁生態系の複雑性および変動の大きさのた

めに、いくつかの調査では重油流出事故の影響と

自然変動を分離することが困難であった。今後、

沿岸岩礁域における突発事故に関して影響評価を

行うためには、岩礁海岸をいくつかに類型化し、

それぞれについての長期間の調査から、生態系の

変動の大きさや、変動の機構を明らかにしていく

ことが必要である。

　�　沖合域生態系に及ぼす中・長期的影響

　本調査では、油粒を保有する動物プランクトン

分類群としてヤムシ類を取り上げたが、夜光虫や

カイアシ類においても油粒を保有する個体が数は

少ないながら確認されており、その他未確認の分

類群も存在すると考えられ、生態系における流出

油の行方に動物プランクトンが重要な役割を果し

ている可能性が高いことが示唆された。これら動

物プランクトンの油粒蓄積状況の調査をさらに継

続して長期モニターすることは、動物プランクト

ンを餌とする魚類等高次生物への重油成分の移行

等、流出油の海洋生態系への影響を把握するため

に重要である。

２．生化学的手法による重油汚染モニタリング技

術の開発

　�　生体内残留油成分による中・長期的影響

　本課題ではサザエについてそのPAHs濃度の推

移から、ナホトカ号事故からの回復を明らかにす

ることができたが、それ以外の二枚貝類ではその

回復状況を明らかにすることはできなかった。そ

の一つの原因として、ナホトカ号事故前および事

故直後の二枚貝類PAHs濃度が不明であったため、

調査時点での値がどのような意味を持つのかが分

からなかったことがあげられる。したがって、今

後は石油流出の起こる前の貝類中PAHs濃度を全

国的に調査する必要があろう。この点については、

瀬戸内水研環境保全部が平成１３年度から調査を開

始することから、その成果が期待される。

　魚類による PAH代謝に関しては、PAHが代謝

されて胆汁に残留することが推測されたが、胆汁

中の代謝物（おそらくは PAHのヒドロキシ体）

の同定および定量にまでは至らなかった。分析法

についてさらに発展させる必要がある。

　�　薬物代謝酵素活性による重油汚染モニタリ

ング手法の開発

　本課題では、流出事故による汚染とその回復を

明らかにするために、ヒラメの肝臓の酵素（EROD）

活性をバイオマーカーとする方法を開発した。本

手法は諸外国で起きた流出事故で実施・活用され

ているが、日本では実施検討例がなかった。本研

究において、日本ではヒラメが最適魚種であり、

ナホトカ号流出事故現場に適用してその影響がな

いことを明らかにした。今後は日本で生ずる流出

事故に備えるため、清浄な環境に生息するヒラメ

のEROD活性を明らかにするとともに、全国でヒ

ラメのEROD活性を定期的に調査しておくこと
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が望ましい。

１．生態学的手法による重油汚染モニタリング手

法の開発

　�　沿岸岩礁生態系に及ぼす中・長期的影響

　１）Hayashi,　I.,　T.　Konno,　and　H.　Yamakawa 

（２０００）:　Distributional　characteristics　of　

benthic　organisms　in　shallow　sublittoral　

rocky　areas　of　Mikuni,　Fukui　Prefecture：

Part　of　the　survey　on　the　effect　of　the　

Nakhodka　oil　spill.　Bull.　Japan　Sea　Natl.　

Fish.　Res.　Inst.,　５０：４３―１３７

　２）林　育夫・伊藤祐子（１９７７）：流出重油の沿

岸岩礁・砂浜域生態系への影響調査、平成８

年度環境基本計画推進調査費（緊急分・後期）、

ナホトカ号油流出事故に伴う浅海域への環境

影響に関する緊急調査報告書、水産庁日本海

区水産研究所、水産庁中央水産研究所、環境

庁水質保全局、環境庁環境保健部、８―２９

　３）林　育夫・伊藤祐子（１９９８）：流出重油の沿

岸岩礁・砂浜域生態系への影響調査、平成９

年度環境基本計画推進調査費（緊急分・前期）、

ナホトカ号油流出事故に伴う浅海域への環境

影響に関する緊急調査報告書、水産庁日本海

区水産研究所、１３―３７

　４）中野　広（２０００）：沿岸岩礁生態系に及ぼす

中・長期的影響、環境庁国立機関公害防止等

試験研究費、流出油が沿岸・沖合生態系に及

ぼす中・長期的影響の解明に関する研究、平

成１０年度環境保全成果集、２３－３―６

　５）杜多　哲（２００１）：沿岸岩礁生態系に及ぼす

中・長期的影響、環境庁国立機関公害防止等

試験研究費、流出油が沿岸・沖合生態系に及

ぼす中・長期的影響の解明に関する研究、平

成１１年度環境保全成果集、 ２３―３―７、（印刷中）

　�　沖合域生態系に及ぼす中・長期的影響

　１）平川和正・井口直樹・平井光行・長田　宏・

山田東也・渡邊達郎・小山次朗・奥村　裕・

池田久美子・角埜　彰（１９９７）：流出油の分布

状況と動植物プランクトンに対する影響、平

成８年度科学技術振興費「ナホトカ号流出事故

による環境影響に関する緊急研究」成果報告

書、科学技術庁研究開発局、６９―９０

　２）西濱士郎・平川和正（１９９８）：日本海対馬暖

流域におけるヤムシ類の昼夜鉛直移動、日水

研報、４８、７１―８３

　３）井口直樹・長田　宏・平川和正・黒田一紀

（１９９９）：１９９７年冬季の日本海におけるクロロ

フィル色素の分布特性、第５３回日本海海洋調

査技術連絡会議事録、７２―８５

　４）橋詰和慶・平川和正（１９９９）：冬季日本海沖

合域における動物プランクトン、特に大型カ

イアシ類の地理分布、日本海洋学会春季大会

講要、 p２２２

　５）平川和正・井口直樹・平井光行・山田東也・渡

邊達郎・黒田一紀・小山次朗・池田久美子・奥村

　裕・角埜　昇・山田　久（１９９９）：重油による

海洋汚染の日本海沖合域の生態系への影響の

把握と評価、平成９年度北洋海域生物資源調

査事業海洋廃棄物生物影響調査成果報告書、

日本海区水産研究所・中央水産研究所、１―５３

　６）平川和正・井口直樹・黒田一紀（２０００）：沖

合域生態系に及ぼす中・長期的影響、環境庁

国立機関公害防止等試験研究費、流出油が沿

岸・沖合生態系に及ぼす中・長期的影響の解

明に関する研究、平成１０年度環境保全成果集、

２３―６―９

　７）黒田一紀・金元孝博・井野慎吾・和田洋藏

（２０００）：日本海における夜光虫の分布と生態、

第５４回日本海海洋調査技術連絡会議事録、 

１９―３４

　８）黒田一紀・森本晴之・井口直樹（２０００）：２０００

年の日本海におけるサルパ類とクラゲ類の大

量発生、水産海洋研究、６４（４）、 ３１１―３１５

　９）橋詰和慶・平川和正・佐藤晋一・井口直樹・

森本晴之（２０００）：ニホンウミノミ（Themisto 

japonica ）の後期発生と個体群の季節的変動、

２０００年度日本甲殻類学会第３８回大会講要、 

p１７

　１０）橋詰和慶・平川和正・佐藤晋一・井口直樹・

森本晴之（２００１）：ニホンウミノミ（Themisto 

japonica ）の形態発育と個体群の季節的変動、

２００１年度日本海洋学会春季大会講要、 p８７

　１１）寺崎　誠・橋詰和慶・井口直樹・森本晴之・

黒田一紀（２００１）：１９９９年秋季日本海における

－４－
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毛顎類の分布と摂餌、日本海洋学会秋季大会

講要、p２８２

　１２）森本晴之・佐藤晋一・井野慎吾（２００１）：プ

ランクトン調査の進捗状況について、日本海

水産海洋研究推進レポート２０００、 日本海区

水産研究所、３２―３５

　１３）森本晴之、井口直樹、黒田一紀（２００１）：沖

合域生態系に及ぼす中・長期的影響、環境庁

国立機関公害防止等試験研究費、流出油が沿

岸・沖合生態系に及ぼす中・長期的影響の解

明に関する研究、平成１１年度環境保全集、２３

－７―９

２．生化学的手法による重油汚染モニタリング技

術の開発

　�　生体内残留油成分による中・長期的影響

　１）Jiro　Koyama（２０００）：Recovery　of　

organisms　in　coastal　area　from　PAHs　

contamination（Oral　session），Oil　spill　

working　group　meeting　of　Japan　and　USA　

common　agenda，　in　NOAA，　Seatle

　２）小山次朗・宇野誠一・池田久美子・山田久

（２００１）： Recovery of organisms from 

polyaromatic hydrocarbons contamination 

by Nakhodka oil spill，第５回世界閉鎖性海

域環境保全会議講演要旨集（ページ未定）

　３）小山次朗・池田久美子・山田　久（２０００）：

生体内残留油成分、環境庁国立機関公害防止

等試験研究費、流出油が沿岸・沖合生態系に

及ぼす中・長期的影響の解明に関する研究、

平成１０年度環境保全成果集、２３－９―１１

　４）小山次朗・池田久美子・山田　久（２００１）：

生体内残留油成分、環境庁国立機関公害防止

等試験研究費、流出油が沿岸・沖合生態系に及

ぼす中・長期的影響の解明に関する研究、平成

１１年度環境保全成果集、２３－３―７、（印刷中）

　�　薬物代謝酵素活性による重油汚染モニタリ

ング手法の開発

　１）Yuji　Oshima，　Kei　Nakayama，　Yohei　

Shimasaki，　Yoshiyuki　Inoue，　Jiro　Koyama，

Nobuyoshi　Imada　and　Tsuneo　Honjo

（２００１）：Induction　of　cytochrome　P４５０１A１

enzyme　activities　in　liver　of　Japanese　

flounder，Paralichthys　olivaceus， exposed

　to　crude　oil，　Jpn．　J．　Environ．　

Toicol．　（submitted）

　２）大嶋雄治・本城凡夫（２０００）：薬物代謝酵素

活性によるモニタリング手法、環境庁国立機

関公害防止等試験研究費、流出油が沿岸・沖

合生態系に及ぼす中・長期的影響の解明に関

する研究、平成１０年度環境保全成果集、２３－

９―１１

　３）大嶋雄治・本城凡夫（２００１）：薬物代謝酵素

活性によるモニタリング手法、環境庁国立機

関公害防止等試験研究費、流出油が沿岸・沖

合生態系に及ぼす中・長期的影響の解明に関

する研究、平成１１年度環境保全成果集、 ２３－

３―７、（印刷中）

第１章：杜多　哲゜、森本晴之 ・゚井口直樹（日本

海区水産研究所）・平川和正（養殖研究

所）・黒田一紀（元日本海区水産研究所）

第２章：小山次朗゜（鹿児島大学）・池田久美子・

山田　久（瀬戸内海区水産研究所）、本城

凡夫・大嶋雄治 （゚九州大学）

　突発事故が生態系に及ぼす影響を評価するに際

して、事故以前のデータや、事故の影響のない状

態でのデータがないために、調査で得られた結果

が事故の影響によるものか、あるいは自然の変動

範囲にあるのかを判断しかねる場合が多いのは、

こういった研究の宿命ともいえる。

　本研究では、この宿命を背負いつつも、将来同

様の油流出事故が生じた場合に、より的確な評価

を行うために、生態学的及び生理学的手法を用い

て、１９９７年に生じたナホトカ号油流出事故の影響

を調査し評価手法を検討した。そしてそれぞれの

手法からみて、沿岸・沖合生態系において油汚染

の影響を評価する上で指標となる種を特定した。

今後、これらの指標種を中心として、生態系が正

常に機能している自然状態での知見を積み重ねて

いくことで、将来事故が生じた場合の影響評価の

高度化に貢献できるものと期待される。

（日本海区水産研究所　杜多　哲）
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１．沿岸岩礁生態系に及ぼす中・長期的影響

�　研究目的

　１９９７年１月に、荒天下の日本海で発生したロシ

ア船籍タンカー「ナホトカ号」（１３，１５７トン）の破

断・沈没によって流出した約９，０００キロリットルに

及ぶ大量の重油は、福井県、石川県を中心として

日本海沿岸の広範囲に大量に漂着した。特に、破

断した船首部が漂着した福井県の三国町を中心と

した沿岸浅海域においては、重油漂着により環境、

生態系に重大な影響を与えたものと考えられる。

本研究では特に重油漂着、その後の除去作業など

により影響を受けたと考えられる沿岸岩礁域の潮

間帯、潮上帯の生態系に関して、中・長期的な視

点から影響評価を行うこと、また評価のための手

法を開発することを目的とした。

�　研究方法

　ア．調査期間

　事故当年である１９９７年および１９９８年には、福井

県三国町において緊急事後調査が行われた１）、２）。

１９９９年から２００１年には、環境庁国立研究機関公害

防止等試験研究費（平成１０年度～１２年度）によって、

中・長期的な影響評価を目的として本プロジェク

トが発足した。以下ではこれらのデータを用い、

１９９７年から２００１年の５年間において実施した研究

成果をまとめた。

　イ．調査地点

　事故発生後の１９９７年３月に「ナホトカ号油流出

事故に伴う浅海域への環境影響に関する緊急調

査」として、船首の漂着地点を挟み、東側（C４）

と西側（C２、C３）、さらに補足として船首漂着部

から少し離れた、東尋坊の北側に位置する比較的

波当たりの弱い岩礁（C１）に調査地点を設けた。

調査地点位置を図１-１に、また調査地点の概況を

表１―１に示す。

　調査地点付近における重油の滞留状況は福井県

によって報告されている３）。これによると、三国

町に漂着した重油は、時間の経過とともに着実に

減少していったが、もっとも汚染の激しかった安

島を中心として崎と雄島橋東では、ほぼ１年後の

１２月の時点でも海岸に油の付着がはっきり認めら

れたり、よくみると班状の油の付着が認められる

状況であった。一方、安島から離れた梶や東尋坊

では１９９７年１２月の調査以降、重油の残留は見られ

なくなった。

　ウ．調査方法

　�　調査測線の断面形状の把握

　１９９７年調査時に、各調査地点で水面付近から飛

沫帯にかけて調査測線を設置した。測線上の断面

形状はメジャーとポールを用いて簡易に測量した。

１９９８年以降は、１９９７年と同じ調査地点、調査測線

とした。調査測線については、１９９７年調査時の写

真を元に、同じ位置に基準のロープを設置した。

また、各地点の断面形状を詳細に把握するため、

１９９８年にトランシットを用いて測線上の測量を

行った。各地点の断面形状を図１―２―１から図１―２―４

に示す。

－６－
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図１－１　調査地点図

表１－１　調査地点の概要
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図１―２―１　生物の分布状況（C１） 図１―２―２　生物の分布状況（C２）
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図１―２―３　生物の分布状況（C３） 図１―２―４　生物の分布状況（C４）
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　�　生物調査

　ａ．生物分布調査

　生物分布の経年変化を把握するために、岩礁域

の潮間帯及び潮上帯に生育する海藻類及び動物を

目視観察により調査した。各年の調査方法を表１―２

に示す。

　１９９７年の調査時は、植物はその地点の代表的な

植生を呈していると思われる場所に方形枠（５０㎝

×５０㎝）を設定し、枠内における出現種の同定及

び被度の記録を行った。なお、方形枠の位置はで

きるだけ測線付近に置くことを原則としたが、そ

れ以外に異なる植生がみられたときは適宜、測線

からずらして観察した。動物は、地点C１では測

線の左右５０㎝幅において目視観察を行い、測線に

そって１０㎝ごとに種別に個体数の計数を行った。

地点C２、C３、C４では、調査当日の波浪の状況によ

り予備的な調査しかできず、測線付近において出

現した種について、観察された範囲及び生息頻度

を記録するのみにとどまった。

　１９９８年には植物については前年と同様の調査方

法とし、方形枠の位置もできるだけ同じ位置に設

定した。動物は調査方法を変更し、全地点におい

て測線に沿って２０㎝ごとに、種別に個体数の計数

を行った。１９９９年には、植物については前年と同

様の調査に加えて、調査測線に沿って連続に方形

枠を設置し観察を行った。２０００～２００１年は植物は

測線に沿って連続に方形枠を設置する方法による

観察のみを行った。なお、動物は１９９８年以降２００１

年まで同様の方法で調査した。

　ｂ．タマキビガイ類の殻高分布

　流出重油および回収作業によって生物が被害を

被った場合、個体群の年齢組成に変化が生じる可

能性がある。これを調べるために、地点C２、C３で

優占的にみられた軟体動物のタマキビガイおよび

アラレタマキビガイについて、生息密度の高い場

所に方形枠を設置し、枠内の個体を採集し、ノギ

スを用いて殻高の測定を行った。なお、方形枠は

２５㎝×２５㎝を基本とし、生息密度、地形などを考

－９－

表１－２　調査方法の概要



慮して数箇所で採集し、１㎡ あたりの生息密度

に換算した。

　ｃ．クロフジツボの生存状況

　固着性の甲殻類であるフジツボ類は斃死した後

も殻板が残るために、生死判別による斃死率の測

定を容易に行うことが可能である４）。地点 C２で、ク

ロフジツボの生存状況を目視観察により確認した。

�　結果

　ア．生物の出現状況

　生物分布の例として２０００年３月の調査で得られ

た結果を図１―２―１から図１―２―４に示す。生物の分布

範囲は波あたりと良く対応している。例えば海藻

の分布上限をみると、波あたりの弱い地点C１、C３

では基準面からの高さが０．７ｍ以下であるのに対

し、波あたりの強い地点C２、C４では１．５ｍ程度ま

で分布している。これは波あたりの強さによって

飛沫帯の幅が変動することによるものである。

　各地点ごとの生物の出現状況の経年変動を見る

ために、各年の調査結果を次のように整理した。

すなわち各地点の潮間帯及び潮上帯を上部、中部、

下部の３つの区間に分け、各区分での出現状況を

求めた（表１―３―１～表１―３―４）。なお区間の設定は以

下のとおりとした。

　�　地点C１

　地点C１は福井県の報告では重油の滞留が比較

的少なかった場所である。植物は５ヵ年を通して

下部では紅藻類のカイノリが優占してみられたが、

その他の種に関してはいずれも被度２５％以下の生

育で、植物相は多少の変化がみられる程度であっ

た。中部は１９９８年に種類数が減少したが、その後

は増加した。上部では５ヵ年を通じて植物は観察

されなかった。事故当年の１９９７年で観察されたが、

その後観察されなかった種はウスバアオノリ、ハ

バノリ、カヤモノリ、フクロフノリの４種であり、

逆に１９９７年には観察されなかったがその後観察さ

れた種はウミウチワ、コメノリ、ユナなどの１４種

があり、特にユナは１９９８年以降の全ての年で観察

された。

　動物は、下部に出現した種類数が１９９７年の１２種

から１９９８年には６種へ減少しているが、１９９９年以

降は２０種前後と増加した。上部では５ヵ年を通じ

て、タマキビガイが優占し、その上部にアラレタ

マキビガイが出現した。事故当年の１９９７年に観察

されたが、その後観察されなかった種はクサイロ

アオガイ、ヒメコザラガイ、ケブカヒメヨコバサ

ミの３種である。１９９７年および１９９８年には観察さ

れなかったが、その後３年間継続して観察された

種はベッコウカサガイ、カモガイ、クボガイ、ボサ

ツガイ、ホンヤドカリ、バフンウニの５種であった。

　�　地点C２

　地点C２は、重油の漂着が多く、滞留が長期にわ

たって続いた場所である。植物は、中部では１９９７

年にはアマノリ属及びサビ亜科の２種が観察され

たのみであった。その後は多少の変動はあるが、

１０種前後が観察されている。上部では２０００年およ

び２００１年にアマノリ属が観察されたのみであった。

ピリヒバは１９９７年には下部でわずかに（被度２４％

以下）観察されたが、１９９８年以降は増加し５０％以

上の被度を示した。

　動物は中部では調査期間の４ヵ年（２００１年は調

査していない）を通じて出現種類数に大きな変化

はなかった。１９９７年で観察されたが、その後観察

されなかった種はレイシガイ、カラマツガイの２

種である。カサガイ類のヨメガカサガイは１９９７年

から１９９８年には中部・上部では観察されなかった

が、その後１９９９年、２０００年と出現した。

　�　地点C３

　地点C３も重油の漂着が多かった地点である。

島の陰となっており、波浪の影響が比較的弱い。

植物は、下部では出現した種類数は調査期間の

５ヵ年を通じてそれほど大きな増減はなかったが

中部では１９９９年および２０００年で出現種数が多かっ

た。また、上部では５ヵ年を通じて植物は観察さ

れなかった。事故当年の１９９７年に観察されたが、

その後観察されなかった種はハバノリ、カヤモノ

リの２種である。調査の全期間で出現し、相対的

に高い被度（２５～４９％）を示したのは、サビ亜科、

ピリヒバ、フクロノリの３種であった。

　動物は、中部を中心として出現種類数の増加が

－１０－

潮位基準面からの高さ
１ｍ～２ｍ上部

０．２５ｍ～１ｍ中部
始点～０．２５ｍ下部

※潮位の基準：三国港
　潮位の算出は海上保安庁発行の潮汐表に基づいた
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表１―３―２　生物の出現状況（植物、C３、C４）

表１―３―１　生物の出現状況（植物、C１、C２）
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表１―３―３　生物の出現状況（動物、C１、C２）

表１―３―４　生物の出現状況（動物、C３、C４）



みられた。また、上部で観察された種は５ヵ年を

通じてアラレタマキビガイのみであった。１９９７年

でのみ観察された種はない。カサガイ類（ヨメガ

カサガイ、ベッコウカサガイ）が１９９９年以降経年

的に増加している。

　�　地点C４

　地点C４も地点C２同様に重油の漂着が多く、滞

留が長期にわたって続いたと考えられる場所であ

る。植物は、下部において出現種類数の増加傾向

がみられたが、１９９７年に高い被度を示していたシ

オグサ属はその後、生育量が減少した。また、サ

ビ亜科は１９９９年以降生育量が増加した。中部、上

部では１９９９年に出現種類数が多くなったが、その

後は変動が大きかった。事故当年の１９９７年に観察

されたが、その後観察されなかった種はヒラアオ

ノリ、カヤモノリ、フシツナギ、藍藻綱の４種で

ある。１９９７年には観察されなかったが、その後、

継続して観察された種としてユナがあげられる。

　動物は、中部で１９９８年以降、下部では１９９９年以

降に出現種類数が多くなっていた。１９９７年には出

現せず、１９９８年以降毎年確認されている種には

ベッコウカサガイ、ヨメガカサガイ、カモガイ、

ウノアシガイ、イワフジツボの６種があげられる。

　上記のように、植物、動物とも１９９７年には観察

されなかったが、その後観察されるようになった

種が多くあった。比較的データが揃っている潮上

帯中部での植物および動物の出現種類数の年変動

を図１―３―１、図１―３―２に示す。１９９７年および１９９８年

には出現種類数が少なく、１９９９年から２００１年では

出現種類数は増加して、ほぼ一定の値となる傾向

が見られる。１９９７年は始めての観察であり、調査

精度に問題があった可能性や、調査当日の海況条

件が厳しかったことにより、観察された種数が少

なかったことも考えられるが、出現種類数が少な

い傾向は１９９８年にもみられることから、これらの

図は重油の漂着による直接的な影響や、その後の

人為的な除去作業により岩礁が裸地化した影響を

表していると考えることができる。なお地点C２

に関しては全体的な傾向とはやや異なっている。

植物の出現種類数は１９９７年の２種から１９９８年には

１５種と大きく増加した。また動物の出現個体数に

は一定の傾向は見られない。これはC２が波浪の

影響をもっとも強く受ける地点であり、事故の影

響から速やかに回復したことを示唆している可能

性があるが、データが少なく断定することはでき

ない。

　イ．代表的な種の出現状況

　５ヵ年を通じて出現した種で代表的なものに、

植物ではアマノリ属、ピリヒバ、サビ亜科、動物

ではタマキビガイ、アラレタマキビガイ、ヨメガ

カサガイ、ベッコウカサガイがあげられる。ここ

では上記の７種について出現状況の経年変化を図

１―４―１～図１―４―３にまとめ、特に重油の影響と思わ

れるものを中心にその傾向を考察した。 

－１３－

図１―３―２　出現種類数の経年変化（動物）

図１―３―１　出現種類数の経年変化（植物）
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図１―４―１　代表的な種の出現状況　　　　
　　　　　　　（アマノリ属、ピリヒバ、サビ亜科）

図１―４―３　代表的な種の出現状況　　
　　　　　　　　（ヨメガカサガイ、ベッコウカサガイ）

図１―４―２　代表的な種の出現状況　　
　　　　　　　　（タマキビガイ、アラレタマキビガイ）



　�　アマノリ属

　各地点とも、事故の翌年にあたる１９９８年では、

生育量が減少する傾向を示した。１９９９年以降では、

地点C１及び地点C３は生育量が少ないながらも、

わずかな増加がみられた。地点C２、C４は生育量

に顕著な増加がみられた。

　�　ピリヒバ

　地点C１では分布範囲に大きな変化はみられな

かったが、１９９９年から生育量に増加がみられた。

地点C２では１９９７年に比べ、１９９８年以降多少の変

動はあるが、生育量、分布範囲とも増加傾向に

あった。地点C４では５ヵ年を通じて生育量が少

ないか、または生育がみられなかった。

　�　サビ亜科

　各地点とも事故の翌年の１９９８年まで、白化を伴

う生育量の減少がみられたが、その後は概ね分布

範囲が拡大し、生育量も増加していた。

　�　タマキビガイ

　地点C１、C３では５ヵ年を通じて高い密度での生

息が確認され、このうち地点C１では１９９８年のみ

平均海面付近（測線の基点から４ｍ付近）の低い

位置に高密度の生育がみられた。これはこの年の

中、下部において他の出現種が少なかったことと

関係していると思われる。地点C２では１９９７年に

は確認されていなかったが、１９９８年以降は生息量

は少ないながら認められるようになった。地点C４

では５ヵ年を通して生息量が少く、特に１９９７年で

顕著であったが、その後やや生育量が増加した。

　�　アラレタマキビガイ

　アラレタマキビガイは全地点とも５ヵ年を通じ

て出現し、その鉛直分布の中心はタマキビガイよ

り上にあることが観察された。地点C１、C２では、

生息量、分布範囲とも５ヵ年を通じて大きな変化

はみらなかった。地点C３では、１９９７年にはそれ以

降の年に比べて高い位置に分布している傾向を示

していた。地点C４では１９９８年以降は測線の２mか

ら７ｍ付近にかけて、連続して高い密度で生息し

ていたのに対し、１９９７年は測線の２ｍから４ｍ付

近の間で生息がみられなかった。

　�　ヨメガカサガイ

　地点C１では分布の中心に変動があるものの、

各年とも比較的広範囲にかけて高い密度で観察さ

れた。地点C２、C４では１９９９年以降に比べ初めの

２年は分布範囲が狭く、密度も低い傾向があった。

　�　ベッコウカサガイ

　地点C１では初めの２年は観察されておらず

１９９９年以降になってわずかに観察されるように

なったが、遮蔽的な環境であるこの地点は本来生

息量は多くないものと考えられる。地点C２では

全年を通じて広い範囲で高密度の生息がみられた。

地点C３では１９９７年には測線の２ｍ付近のみに観

察されたが、１９９８年以降は測線の基点付近から２

ｍ付近までの範囲にかけて分布するようになって

いた。地点C４では１９９７年には本種は観察されな

かったが１９９８年以降は観察されるようになり、そ

の分布範囲、生息量も増加傾向がみられた。

　ウ．タマキビガイ類における殻高組成の経年変化

　タマキビガイ類は沿岸の岩礁域の潮間帯から潮

上帯で普通にみられる巻貝であり、本調査の各地

点ではアラレタマキビガイ及びタマキビガイの２

種が確認された。今回の事故がタマキビガイ類に

影響を及ぼした場合、タマキビガイ類の再生産を

阻害してそれぞれの個体群の構成に変化が生じる

ことが考えられる。すなわち、それは年齢（殻高）

組成の変化として表れると考えることができる。

なお、タマキビガイ類は季節的に垂直移動を行う

が、本調査は毎年同時期に行っていることから、

移動による影響は少ないものと考えた。

　タマキビガイ類の生息密度が特に高かった地点

C２及びC３における殻高組成の経年変化を図１―５―１、

図１―５―２に示す。地点C２のアラレタマキビガイで

は、１９９７年に殻高６㎜ 以上の大型個体の割合が大

きいことがみられるが、１９９８年にはモードが４～

５㎜と小型化し、その後、殻高組成に大きな変化

はみられなかった。地点C３のアラレタマキビガ

イでは、１９９７年、１９９８年には殻高組成に顕著な

モードがみられなかったが、１９９９年以降では殻高

４㎜ ～７㎜ にかけて明らかなモードが確認され

た。地点C３のタマキビガイでは、殻高組成は年

によってばらつきがみられたが、概して殻高１０㎜

～１５㎜ 前後にモードがみられた。また１９９９年に

は殻高４～５㎜、２００１年には３～４㎜ の小型群

が認められた。これが１９９９年になって重油流出の

加入への影響が無くなったことを示すのか、ある

いは他の要因によるものなのかは明らかではない。
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図１―５―１　タマキビガイ類の殻高組成（アラレタマキビガイ）
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以上の結果をまとめると、タマキビガイ類の殻高

組成に１９９７年の重油流出の影響と見られる明らか

な変化は確認できず、事故が再生産や加入に影響

を与えたかどうかは本調査からは明らかにできな

かった。

　エ．クロフジツボの生存率

　自然環境下におけるクロフジツボの死亡には干

出時間と温度及び捕食種、付着場をめぐる競争種

などが原因としてあげられる。本調査域ではクロ

フジツボの代表的な捕食者であるイボニシやレイ

シガイ、競争種であるイガイ類などが少なかった

ことから、斃死に対する主な自然要因としては干

出時間と温度があげられる。しかしそれらの条件

の年による差は大きくないと思われるため、斃死

率の変動により、事故の影響を考えることができ

る。図１―６にクロフジツボの生存率の経年変化を

示した。いずれの年も生存率は高い値を保ってお

り、事故の影響による斃死現象はみられなかった。

�　考察

　ア．重油流出の影響評価の考え方

　重油流出および滞留が、沿岸岩礁生態系に及ぼ

す影響の概念図を図１―７に示す。岩礁域の生物群

集はマクロ・ミクロな地形や地質、また風・波浪

等の気象・海象条件、さらには生物間の相互作用

に影響されており、季節変動・年変動が大きい。

地形・地質についていえば、岩礁海岸といっても

レキ浜、岩礁などの底質があり、地形的には風や

波が強く当たる開放性海岸とその陰の保護海岸、

－１７－

図１―５―２　タマキビガイ類の殻高組成
　　（タマキビガイ）

図１－６　クロフジツボの生存率



さらに入り江や湾のような包囲海岸に分類される。

また同じ海岸でも海浜域におけるある場所の波浪

の強さというものは、その地域の海象・気象並び

に地形上の諸特性－それにはマクロなものもあれ

ばミクロなものもある－を総合的に反映した極め

て複雑なものである。従って重油流出の影響評価

の際には、この複雑性および自然変動が大きいこ

とを念頭に置いて考察する必要がある。

　この様な場に生じた重油の漂着・滞留が生態系

に及ぼす影響は大きく２つの段階に分けて考える

ことができる。第１段階は重油に覆われる事によ

る直接的な斃死や、生理障害による短期的（数ヶ

月程度）なものである。中原５）は三国町のいくつ

かの海岸で事故直後から継続して観察を行い、ピ

リヒバが死亡し抜け落ちた場所を確認している。

また矢島６）は地形的に重油が吹き溜まりやすく油

の回収が遅れていた遮蔽浜で、３月にオニアマノ

リの細胞を検鏡したところ、体細胞と同時に生殖

細胞の死亡が見られたこと、この時、波に洗われ

ている遮蔽浜では油の付着はみられず、アマノリ

は繁茂していたことを報告している。第２段階と

しては本研究で主題としている中・長期的変化が

あげられる。その要因としてまず重油滞留が長期

にわたった場合が考えられる。三国町では２月に

重油回収作業はほぼ終了した。しかし福井県水産

試験場の調査によると、もっとも汚染の激しかっ

た安島を中心とした地域では、ほぼ１年後の１９９７

年１２月の時点でも重油残留レベル２（よく見ると

海岸に斑状に油の付着が認められる）からレベル

３（海岸に油の付着がはっきり認められる）であっ

た。その後１９９８年３月の調査では、冬季に波に

よって洗われた事などにより、重油残留レベル１

（海岸には油の付着が認められないが、少し掘る

と油の浸出が認められる）からレベル２にまで回

復していたものの、飛沫帯近くの消波ブロック上

では、依然としてレベル３の状態にあった。安島

から少し離れた梶や東尋坊では、１９９７年１２月の調

査以来、重油の残留はみられなくなった。水質に

ついては１９９７年２月から１９９８年１０月にかけて安島

周辺では重油含有成分であるベンゼン及びニッケ

ルは検出されなかった。また本プロジェクトの中

で小山８）は三国町地先のサザエ（１９９７年～２０００年）、

ムラサキインコ、カメノテ、ベッコウザラガイ、

ヨメガカサガイ（１９９８年～２０００年）中の PAHs 濃

度の測定を行った。そしてサザエの中腸腺中の

PAHs 濃度は事故後約２ヶ月で平常値まで低下し

たこと、またサザエ以外では１９９８年以降重油流出

の影響を示すような濃度の経年的変化は認められ

なかったことを報告している。これらの情報を総

合すると、約１年後には岩の表面やくぼみに重油

の痕跡は認められていたが、水質への影響および

生物体内への蓄積は認められず、滞留した重油が

溶出することによって岩礁域の生物に生理的な障

害を与えていた可能性は小さいと考えられる。

従って今回の調査は、生態系が重油流出事故に

よって直接的・短期的に被害を被り、その初期の

インパクトの影響が中・長期的にどのように継続

するかを調べたものと考えることができる。以下

に本調査で得られた結果について考察する。

　イ．波浪の強さから見た調査地点の特徴

　波浪の強さと対応して調査地点における生物分

布には明瞭な特徴が見られた。タマキビガイ類の

うち波浪が強い露出浜の代表種であるアラレタマ

キビガイと遮蔽浜を代表するタマキビガイ７）の相

－１８－

図１－７　重油流出が潮間帯・潮上帯生物群集
　　　　に与える中・長期的影響の概念図



対的な分布（図１―４―２）は C２でアラレタマキビガ

イが優占し、C１でアラレタマキビガイが優占して

いた。この地方の冬季における風向および波向の

卓越方向はNNWであり、C１は地形的に雄島に

よって波が遮られ波浪が弱い。一方、C２はこの方

向の波を直接受ける地点であり、目視観察によれ

ばもっとも波浪の強い地点であった。タマキビガ

イ類の分布はC１、C２両地点の波浪の特性と良く

対応しており、調査地点の生物分布は基本的に波

浪条件によって規定されているものと考えられる。

カサガイ類の分布も同様で、どちらかといえば遮

蔽浜に多く棲息するヨメガカサガイと露出浜に卓

越するベッコウカサガイ６）の分布（図１―４―３）は波

浪条件と良く対応していた。今回の調査地点は遮

蔽浜（C１）、露出浜（C２）およびその中間的な性

格を持った海岸（C３、C４）に分類することができ

る。

　ウ．生物群集の中・長期的変化

　事故当年の１９９７年および１９９８年にかけては植物、

動物とも出現種類数が少ない傾向がみられた。

１９９９年以降は各地点とも出現種類数や生物量が増

加、安定化した。このことから岩礁生態系が、重

油流出事故により直接的、短期的に大きなインパ

クトを受け、地点によってはその影響が２年程度

表れた後、回復に向かっていると考えられた。ま

た重油流出の影響をモニタリングするための指標

種として、ピリヒバ、サビ亜科、カサガイ類が適

当であると考えられた。これらの種は多くの地点

で、１９９７年、１９９８年には分布範囲、分布量とも少

なくなり、その後、回復傾向を示した。これらの

種は他の研究者３）４）５）が、事故直後からの継続的な

観察によって、被害を受けたと報告しているもの

と概ね一致していた。

　重油漂着やその後の滞留が個体レベルで生物に

与える影響を知るために調査したクロフジツボの

調査結果では、事故直後から５年間斃死個体はほ

とんどみられなかった。また、対象海岸でもっと

も卓越していたタマキビガイ類について、重油流

出が再生産や加入に及ぼす影響を調べるために、

殻高組成の経年変動を調査したが、自然状態での

変動と事故の影響を分離することができず、明確

な結論は得られなかった。

　本調査結果で見る限り、今回の事故による重油

漂着および回収作業は、三国町沿岸の岩礁生態系

に影響を及ぼしたが、その後の重油滞留の影響は

小さく、生態系への影響は１～２年間にとどまり、

その後回復に向かったものと思われる。これは、

事故の起こった日本海では潮汐差が非常に小さく、

重油の影響が及んだ潮間帯の範囲が狭かったこと、

また迅速な回収作業や冬季の時化により残留重油

の消失が促進されたことなどによると考えられる。

�　今後の問題点

　岩礁生態系の複雑性および変動の大きさのため

に、いくつかの調査では重油流出事故の影響と自

然変動を分離することが困難であった。今後、沿

岸岩礁域における突発事故に関して影響評価を行

うためには、岩礁海岸をいくつかに類型化し、そ

れぞれについての長期間の調査から、生態系の変

動の大きさや、変動の機構を明らかにしていくこ

とが必要である。
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２．沖合域生態系に及ぼす中・長期的影響

�　研究目的

　ナホトカ号の本体沈没地点である沖合域では重

油汚染による海洋生態系への影響が懸念されるた

め、食物連鎖の基盤となる動・植物プランクトン

の現存量及び種組成の変化をモニタリングすると

ともに、海水及びプランクトンの油成分を分析し、

生物体内への蓄積程度を把握する。８～１２年度の

データを比較・解析することにより、流出重油に

よる沖合域生態系に及ぼす中・長期的影響を明ら

かにし、その影響を評価するための手法を提案す

る。

�　研究方法

　１９９９年５月２９日～６月７日、及び２０００年６月１３

～２０日の期間中、水産庁用船「くろさき」により、

タンカー本体沈没地点（Stn．S１）及びその隣接

水域（Stn．S２～ S５）並びに隠岐北海域（OK）、

若狭湾（W）、三国町沿岸（M、タンカー船首漂着

海域）、能登半島北岸（N）、富山湾（T）及び舞

鶴海洋気象台の海洋汚染バックグラウンド（PM１～

６）における広域調査（図２―１―１、合計３１定点）を

実施した。また、１９９７年２月７～２４日１）に日本海

区水産研究所調査船「みずほ丸」により、１９９７年

５月２７日～８月５日２）に用船「第３８歓喜丸」によ

り実施した調査定点を図２―１―２に、１９９８年６月１

～１０日３）に用船「くろさき」により実施した調査

定点を図２―１―３に示した。舞鶴海洋気象台による

海洋汚染バックグラウンド観測線（PM線）を図２―

２に示した。 

 

－２０－

図２―１―１　１９９９年及び２０００年　　　　　　
　　　　　　「くろさき」による調査定点図

図２―１―２　１９９７年　「みずほ丸」「第３８歓喜丸」
による調査定点図　　

図２―１―３　１９９８年　「くろさき」による
　　　　　　　　調査定点図　　



　ア．海洋環境調査

　全定点の海面において水温・塩分測定のための

バケツ採水を行った。塩分濃度は試水を実験室に

持ち帰り、サリノメータ（ギルドライン社製オー

トサル）を用いて測定した。水深２００ｍまでの水

温・塩分の鉛直分布を、メモリー STD（アレック

電子製、AST１０００―PK）を用いて調べた。

イ．プランクトン調査

　植物プランクトンの現存量（クロロフィル a量：

μg/l）、細胞数及び種組成からみた水平分布特性

を調べるため、全定点の海面においてバケツ採水

（クロロフィル a量測定用：２５０ml、種査定・細胞

数計数用：５００ml）を行った。また、種組成・クロ

ロフィル a量の鉛直分布を調べるため、沈没海域、

PM線、OK線及びT線では、ニスキン採水器

（容量：１２l）を用いて、１０、３０、５０、７５、１００、１２５及び

１５０ｍ深から採水を行った。

　動物プランクトンの現存量（湿重量：㎎/�）、個

体数及び種組成からみた水平分布特性を調べるた

め、昼間に改良型ノルパックネット（口径：４５㎝、

網目：０．３５㎜）を用いて１５０ｍ深から海面までの鉛

直曳採集を行った。

　採集後、植物プランクトン試料のうち、５００ml

海水は２％グルタールアルデヒド海水により、動

物プランクトン試料は５％中性ホルマリン海水に

より直ちに船上で固定した。クロロフィル a濃度

の測定は、船上で試水２５０ml を濾過した後、濾紙

（ワットマンGF/F）を凍結保存し、それらをN、

Nジメチルホルムアミド抽出による蛍光法で分析

した。

　ウ．油分調査

　�　海水　

　海水の油分濃度の水平分布特性を調べるため、

改良型ノルパックネット採集定点において海面か

らバケツを用いて採取した海水２lをガラス瓶に収

納し、塩酸２ml を注入した後、遮光保存した。ま

た、沈没地点では油分濃度の鉛直分布を調べるた

め、ニスキン採水器を用いて、０、５、１０、１５、

２０、３０、４０、５０、６０、７０、８０、９０、１００、２００、３００、

４００及び５００ｍ深から採水（２l）を行った。油分濃

度は実験室に持ち帰った試水をクリセンを標準物

質として、IGOSS 法４）により測定した。

　�　生物体

　植物・動物プランクトン体内の油成分を調べる

ため、沈没地点において稚魚ネット（網目：０．１０㎜）

を用いて１５分間の表面水平曳を行い試料を得た。

採集したプランクトン試料は採集後直ちに、目合

い３㎜と０．３３５㎜のネットサイズ分画を行い、サ

イズが０．１００～０．３３５㎜、０．３３５～３．０㎜、３．０㎜ 以上

の試料、それぞれ湿重量で約１２～１３ｇを得た。ま

た、オキアミ試料は「みずほ丸」調査航海中（平

成１２年４月１４、１９、２０日）に青森～秋田沖合海域に

おいて、「俊鷹丸」調査航海中（平成１２年４月２０日）

に沈没地点北方海域において表層トロールネット

採集により得た。これらの試料は船上で直ちに冷

凍保存（―２０℃）した。油成分（多環芳香族炭化水

素）は、実験室に持ち帰った試料をアルカリ分解

した後、ヘキサン抽出、シリカゲルカラムによる

クリンアップ及び濃縮を行った後、GC―MSで分

析した。

　エ．直接検鏡による動物プランクトン体内の油

粒観察

　�　１９９４～１９９９年の日本海 PM線

　ナホトカ号重油流出事故の前後３年間（１９９４～

１９９９年）における舞鶴海洋気象台による海洋汚染

バックグランド観測線・PM線上の９測点（図２―

２）において、１５０ｍ深からノルパックネット（口径：

４５㎝、目合：０．３３㎜）によって鉛直採集された標

－２１－

図２－２　舞鶴海洋気象台による海洋汚染バック
　　グラウンド観測船（PM線）　　

▲：「ナホトカ号」の沈没地点



本を用いて、油粒を保有するヤムシ類個体の出現

状況を実体顕微鏡下で計数した。

　�　１９９７年２月と５～６月の沈没海域及び若

狭湾～越前沿岸海域

　ナホトカ号重油流出事故の発生後の１ヶ月と

５ヶ月経過した２月と５～６月の沈没点海域を含

む若狭湾～富山湾沖海域（図２―１―２）におけるネッ

ト採集の結果をＷ海域（若狭湾、１０点）とＥ海域

（越前沿岸、１４～１５点）に分けて比較した。標本の

採集と計数の方法は前述の通りであった。 

�　結果

ア．海洋環境調査

　１９９７～２０００年の間、定期的に観測を行った６月

では、タンカー沈没水域の海面水温は１７．２～

２１．１℃、塩分濃度は３４．０４～３４．５４PSUを示し、沿

岸海域や湾内に比べて低温高塩分水が観測される

傾向がみられた。水温・塩分の鉛直変動について

２０００年６月の分布を図２―３に示した。沈没水域

（Stn．S１～ S５）や PM４、PM５など比較的沖合の

定点において、５０ｍより浅い層に水温躍層が観察

された。なお、この鉛直分布は毎年６月ではほぼ

同じ傾向を示した。

－２２－

図２－３　タンカー沈没海域、富山湾、PMラインおよび隠岐北海域定点における
水温、塩分、σtの鉛直分布　　　　　　　　　　　　　　　



　イ．プランクトン・油分調査

　�　２０００年６月調査

　ａ．植物プランクトン

　沈没海域（Stn．S１～ S５）の海面のクロロフィ

ル a量は、比較的沖合域の定点（Stn．OK１～OK３、

Stn．PM１～ PM５）とほぼ同量であったが、沿岸

の定点（Stn．W１～W５、M１～M５、N１～N５及

びT１～T３）に比べて概して低かった（表２―１）。

　また、沈没海域（Stn．S１、S５）を含めて調査海

域におけるクロロフィルａ量は海面から深部にか

けて次第に増加し、５０ｍ深で最大値を示した（図２

―４）。

　沈没地点（Stn．S１）の海面の植物プランクト

ン総細胞数は、他海域と比べて概して少なかった。

主要分類群のうち、珪藻類は沈没地点（Stn．S１）

では１０３細胞 /l 未満と低密度であったが、沿岸で

は１０３ 細胞 /l以上の定点が多く、１０５ 細胞 /l以上と

特に高密度の定点も多かった（表２―１）。他方、渦

鞭毛藻類は三国町沖定点（Stn．W１～W５）では１０３

細胞 /l 以上と多かったが、沈没地点（Stn．S１）

－２３－

図２－４　タンカー沈没海域、富山湾、PMライ
ンおよび隠岐北海域定点における水温
クロロフィル aおよびフェオフィチン
の鉛直分布

表２－１　調査海域の植物プランクトン現存量（海面）



では１０２細胞 /l の水準で他の海域の多くの定点と

ほぼ同量出現し、珪藻類とは異なった分布特性を

示した。

　また、沈没海域の対馬暖流下流域に位置する St．

PM４において珪藻類及び渦鞭毛藻類の細胞数が

著しく低かったが、後述したように本海域では油

分濃度が特に高く、関連が示唆される。

　ｂ．動物プランクトン

　動物プランクトン出現量（湿重量： ㎎/�）は、

沈没海域（Stn．S１～ S５）では１０ ㎎/�のレベル

と低く、一方 PMラインの定点（Stn．PM１～ PM

５）、隠岐定点（Stn．OK１～OK３）及び富山湾定

点（Stn．T１、T２）では１０２㎎/�のレベルと多かっ

た（表２―２）。

－２４－

表２－２　調査海域の動物プランクトン現存量

表２－３　調査海域のカイアシ類、ヤムシ類及び尾中類の出現種組成（％）



　沈没海域（Stn．S１～ S５）の動物プランクトン

出現個体数は、主要分類群のうちカイアシ類と尾

虫類は他海域とほぼ同数であったが、ヤムシ類は

少ない傾向がみられた（表２―２）。

　カイアシ類優占種については、沈没海域（Stn．

S１～ S５）及びPMラインの沖合側定点（PM５）では

Mesocalanus tenuicornis，Metridia pacifica の割

合が高く、一方PMラインの沿岸側定点Stn．PM

１～ PM３、隠岐定点 Stn．OK１～OK３及び富山湾

定点Stn．T１～T３ではCtenocalanus vanus の割

合が高かった。Oithona atlantica は、どの海域で

も割合が高く、種によって異なる分布特性を示し

た（表２―３）。ヤムシ類の優占種においても種によっ

て異なる分布特性を示し、沈没海域（Stn．S１～

S５）及びPMライン沖合側定点（PM５）ではSagitta 

elegans の割合が高く、一方その他の海域では

Sagitta nagae 及び Sagitta minima の割合が高

かった（表２―３）。

　ｃ．海水油分　

　海面の油分濃度は、Stn．PM４、及び PM５で高

く、特に PM４では４９．０μg/l と高かった。その他

の海域では０．５μg/l 以下の範囲にあり（表２―４）、

通常海域で検出されるバックグランド値と同程度

であった。

　また、沈没地点（Stn．S１）における油分濃度の鉛

直分布をみると、０．１～１．１μg/l を示し、３０～４０ｍ

層で最も高く、深度によって１０倍以上の変動が観

察され、水温躍層との関係が示唆された（図２―５）。

　ｄ．生物体

　植物・動物プランクトン（３３５～３０００�）体内の

油分蓄積濃度（多環芳香族化合物１１種類）をみる

と（表２―５）、沈没地点（Stn．S１）で採集された

プランクトンが他海域に比べて特に多い成分は認

められなかったが、大型動物プランクトン（３０００

�＜）体内では、１１種類すべての多環芳香族化合物

において沈没地点（Stn．S１）で多く、特にフェ

ナンスレンで特に多かった。オキアミでは、多環

芳香族化合物１１種類のうち特にフェナンスレンと

クリセンにおいて比較的高濃度の蓄積が観察され、

沈没海域に近い海域のオキアミ類は、秋田・青森

沖のオキアミに比べて両成分が有意（P<０．０１）に

多かった。その他、沈没海域のオキアミにはフル

オランテンやピレンが多かった。

　�　経年変化

　ａ．表層油分の経年変化

　１９９７年～２０００年６月の沈没海域（１９９７年２）・１９９８

年３）；St．３６～３７、１９９９年５）・２０００年；Stn．S１～ S５）の

表層油分の平均値は、各年それぞれ１６．４、１．２、

－２５－

図２－５　タンカー沈没海域（Stn．S１）における
油分濃度の鉛直分布　　

表２－４　調査海域の海面の油分



１．５、０．３μg/l と減少し、最大値においても５４．０、

２．５、２．３、０．６μg/l と減少した。しかしながら、

２０００年には、沈没海域から約２０海里東方の St．

PM４において４９．０μg/lが検出されるなど、沈没海

域に比較的近い海域では依然、高濃度に分布する

海域が認められることが判明した。一方、同時期

の富山湾表層油分の平均値では、各年それぞれ０．５、

０．６、１．６、０．１μg/l と１９９９年に若干高くなったが

沈没直後から低レベルであった。

　ｂ．表層の植物プランクトン現存量・種組成の

経年変化

　１９９７年～２０００年６月の沈没海域（１９９７年２）・１９９８

年３）；St．３６～３７、１９９９年５）・２０００年；Stn．S１～ S５）の

表層のクロロフィルａの平均値は、各年それぞれ

０．１５、０．２７、０．１８、０．１７μg/l で、１９９８年に若干高

くなったが、ほぼ同じレベルであった（表２―６）。

　表層の植物プランクトンの種組成では、珪藻類

の優占種がBacteriastrum spp．からRhizosolenia 

spp．へと移行した（表２―７）。一方、渦鞭毛藻類で

は Prorocentrum spp．が４年間を通して優占種

であった。総細胞数は、１９９９年を除き１０３細胞 /l の

レベルで大きな変化は認められなかった。一方、

総種類数においては、１９９７年から１９９９年にかけて

減少したが、この傾向は富山湾（Stn．T１、T３）

でも観察され、重油汚染の影響とは考えられな

かった（表２―６）。

c．動物プランクトン現存量・種組成の経年変化

　１９９７年～２０００年６月の沈没海域（１９９７年２）・１９９８

－２６－

表２－５　プランクトンに含まれる多環芳香族化合物類濃度（単位：ng/g wet）



－２７－

表２－６　１９９７年～２０００年６月におけるタンカー本体沈没地点、その隣接海域および富山湾の
植物プランクトン量の現存量の経年変化（海面）　　　　　　　　　　　　

表２－７　調査海域の珪藻類、渦鞭毛藻類の出現種組成（％）の経年変化
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年３）；St．３６～３７、１９９９年５）・２０００年；Stn．S１～ S５）の

動物プランクトン湿重量の平均値は、４０．２、８１．８、

４５．１、６４．８㎎/�で、総個体数の平均値は、１７４、

３０１，１８８、４７８個体 /�で２～３倍の変動幅で増

減した（表２―８）。

　カイアシ類優占種については、冷水性のMetridia 

pacifica の割合が増加し、同じく冷水性のOithona 

atlantica の割合が減少した（表２―９）。ヤムシ類の

優占種においても、冷水性の Sagitta elegans の

割合が増加し、広域性の Sagitta minima の割合

が減少した（表２―９）。

　また、本調査結果と１９７３～２０００年までの５月と

－２８－

表２－８　１９９７年～２０００年６月におけるタンカー本体沈没地点、その隣接海域および富山湾の
動物プランクトンの現存量の経年変化　　　　　　　　　　　　　　　　　

表２－９　調査海域のカイアシ類、ヤムシ類及び尾中類の出現種組成（％）の経年変化
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７月における若狭湾沖のPMラインの３定点での

プランクトン量６）、７）（表２―１０、２―１１）とを比較してみ

ると、２０００年６月の沈没水域のクロロフィルａ量

（平均：０．１７μg/l）及び動物プランクトン湿重量

（平均：５８．４㎎/�）は過去 ２７年間の５・７月平均

値のほぼ中間に位置した。

　ウ．流出油の沖合生態系への影響評価法

　�　直接顕鏡による動物プランクトン体内の油

粒観察

　　－油粒を保有するヤムシ類の出現特性

　ａ．PM線

　PM線における油粒を保有するヤムシ類の各年

の平均出現率は流出事故前（１９９４～１９９６年）には

０．７～１．２％（平均：１．０％）であるのに対して、事故

後（１９９７～１９９９年）では２．９～４．７％（平均：４．１％）で

あり、約４倍の出現率の増加がみられた（表２―１２）。

　ナホトカ号事故後に流出重油がエマルジョン化

して油粒となり、橈脚類を通してヤムシ類に検出

されたと推定される。

　油粒を保有する出現種は冬季に多い Sagitta 

minima， S．nagae，S．pacifica， S．elegans で

あったが、特に Sagitta pacifica の出現率が毎年

最も高かった。また、事故前後における出現率は 

S. nagae を除いて増加する傾向にあり、特に S. pacifica

は事故前に２．６～１３．３％（平均：８．３％）であるのに

対して、事故後には２７．３～３１．３％（平均：２９．７％）

と著しく増加し、S. pacifica の油粒に対する特異

な嗜好性の存在が示唆された。（表２―１２）。

　ｂ．１９９７年２月と５～６月の沈没海域及び若

狭湾～越前沿岸海域

　２月と５～６月における油粒を保有するヤムシ

類の出現率と出現種は類似した分布傾向を示した

が、５～６月には沈没点の海域における出現率が

やや大きく、また、油粒を保有するヤムシ類が富

山湾でも出現した（図２―６）。

　両期における油粒を保有するヤムシ類の出現率

はほぼ同じの２～３％位であり、差異はなかった

（表２―１３）。このことは、海域における海水中の

オイルエマルジョンの分布量が両期とも同じ水準

であったことを示唆している。

　ヤムシ類の出現種では、 Sagita pacifica が約

５０％以上の高い油粒の保有率を示し、油粒に対す

る嗜好性を有することが示唆された（表２―１３）。

－２９－

表２－１０　１９７３～２０００年までの５月と７月にお
ける若狭湾沖合域の３定点（PM―３、PM―４、
PM ―５）の表面までの植物プランクトン現
存量（クロロフィル a量：μg/1）の経年変化

表２－１１　１９７３～２０００年の５月と７月における
若狭湾沖合域の３定点（PM―３、PM―４、PM
―５）でノルパックネット鉛直曳き採集に
よって得られた動物プランクトン現存量
（湿重量：㎎/�）の経年変化



－３０－

Occurrence of chaetognath-plankton individuals containing oil droplets
on PM-line of the Japan Sea in winter of 1994 to 1999

表２－１２　１９９４～１９９９年の日本海 PM線における油粒を保有するヤムシ類の出現

図２－６　１９９７年２月（上）と５～６月（下）の富山湾～「ナホトカ号」沈没海域に
おける油粒を保有するヤムシ類の出現率の分布　　　　　

Ｅは越前沿岸域、Ｗは若狭湾、矢印は沈没点を示す。　
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�　考察

　ナホトカ号の沈没海域では、動植物プランクト

ンの個体数が沈没後１年以内では少なく、その後

も植物プランクトンでは種数が減少傾向にあった。

しかしながら、同じ現象が沈没海域から比較的離

れた富山湾でも観察されたことから、この現象が

ナホトカ号沈没に伴う重油汚染が沖合域における

プランクトン生産を中心とした食物連鎖へ与えた

影響とは考えられず、その影響は少ないであろう

と判断される。

　既往の知見によると、海水中のオイルエマルジョ

ンは主にバクテリアによる分解によって消失する

とされている。しかし、今回の「ナホトカ号」重

油流出事故の影響調査の中で、動物プランクトン

であるヤムシ類の体内に油球が観察された。また、

タンカー沈没海域のオキアミ類には、重油由来の

多環芳香族炭化水素が他海域のものに比べて有意

に多く検出された。オキアミ類は直接オイルエマ

ルジョンを摂取したと考えられた。一方、ヤムシ

類は主にかいあし類を捕食して取り込んでいるこ

とが消化管内容物の蛍光分析から観察されている。

これらは、生態系の中で動物プランクトンを起点

とした高次生物（日本海では、キュウリエソや魚

類・イカ類）への食物連鎖を通して、流出油が移

行することを示唆する。同時に、体の透明なヤム

シ類は海水中の油粒の存在の指標種として長期モ

ニターに使用できることを示している。

�　今後の問題点

　今回の調査で確認された油粒を保有する動物プ

ランクトン分類群は、ヤムシ類に限定されている

が、夜光虫やカイアシ類においても油粒の存在が

確認されている。その他、未確認の分類群も存在

すると考えられ、生態系における流出油の行方に

動物プランクトンが重要な役割を果している可能

性が高いことが示唆される。これら動物プランク

トンの油粒蓄積状況の調査をさらに継続して長期

モニターすることは、動物プランクトンを餌とす

る魚類等高次生物への重油成分の移行等、流出油

の海洋生態系への影響を把握するために重要であ

る。
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１．生体内残留油成分による中・長期的影響

�　研究目的

　１９９７年１月に日本海で起こったナホトカ号重油

流出事故では、福井県三国町等の沿岸に多量の流

出重油が漂着した。漂着後、人力による流出重油

回収が行われ、その多くは回収された。流出油の

海産生物に対する短期毒性は既に報告１）されてい

るが、沿岸環境に少なからず残留している流出油

が生物に今後どのように残留し、どのように影響

していくのか、一部の例２）を除き、検討例がない。

さらに日本海にまだ沈んでいるナホトカ号船尾部

から重油が流出し続けていることから、沿岸域と

同様に沖合生物の流出油残留を監視する必要があ

る。このため本研究課題では平成１０年度から１２年

度までの３年間にわたり、沿岸あるいは沖合の生

物中に残留する流出油成分（特に毒性の強い芳香

族炭化水素化合物（以下 PAHs））の分析を行い、

流出油汚染の生物モニタリングを行うことを目的

とした。また、PAHs あるいはその代謝産物の、

魚類および貝類による蓄積および排泄等、その体

内動態を明らかにするため、油成分を添加した飼

料での飼育実験によって、生物中油成分の動態解

明を行い、さらにこれらの成果から、油による海

洋汚染の生物モニタリング手法を提案することを

目的とした。

�　研究方法

　ア．流出油成分の生物モニタリング用試料

　沿岸域の生物として、福井県三国町地先のサザ

エ（６月および８月）、ムラサキインコ、カメノテ、

ベッコウザラ、ヨメガカサ（３月）を、日本海区

水研および福井水試より提供を受け、それぞれに

含まれる PAHs 濃度の測定を行った。また、沖合

域の生物としてスルメイカおよびその主な餌生物

であるキュウリエソを日本海で５、６月ないし８、

９月に採取し、同様に PAHs 濃度の測定を行った。

　イ．試料中 PAHs 分析方法

　生物試料中の各種 PAHs の分析は、室温アルカ

リ分解の後、シリカゲルカラムによるクリーン

アップを行い、濃縮、定容の後、GC-MS による分

析を行った。流出油についてはヘキサンに溶解後、

silica によるクリーンアップを行い、その後は生

物試料と同様に処理して分析した。用いたガスク

ロマトグラフィーはHP―５８９０、質量分析計は、HP

―５９７２（ヒュウレットパッカード社製）、キャピラ

リーカラムはDB５（長さ３０ｍ、内径０．２５㎜、膜厚

０．２５�）であった。

　ウ．サザエ、マダイおよびヒラメ飼育実験

　特定のPAHsを添加した餌をマダイおよびサザ

エに１０日間投与し、その蓄積および排泄過程を明

らかにした。その後アラブ首長国連邦産原油ある

いはナホトカ重油を添加した餌を２週間サザエお

よびヒラメに投与し、その後原油あるいはナホト

カ重油を添加していない餌を投与してPAHsの蓄

積および排泄過程を調べた。

　�　PAHs 投与実験

　ａ．サザエ

　サザエ体内でのPAHsの動態を明らかにするた

め、ビフェニル（Biph）５mg、クリセン（Chry）、

ピレン（Pyr）、ジベンゾチオフェン（DB）およ

びフェナントレン（Phen）をそれぞれ１０μｇ／濾

紙の割合で添加し、さらに摂餌誘因物質であるレ

シチンを１０μｇ／濾紙の割合で添加した濾紙をサ

ザエに１０日間投与した。その後、サザエの PAHs

排泄を観察するため、レシチンのみ添加した濾紙

を１４日間投与した。飼育期間終了後サザエについ

ては、そのサイズを測定した後、PAHs 分析のた

め、中腸腺（肝臓）を採取した。

　ｂ．マダイ

　魚類体内でのPAHsの動態を明らかにするため、

Biph，Chry，Pry，DBおよび Phen を添加した市

販マダイ用飼料（日本農産　EXマダイNo．３．２）を、

体重の２％の割合で残餌のないように、マダイ

（体重１５７～２５７ｇ）に毎日２回に分けて１０日間投

与した。

　Chry 等の PAHs の餌への添加は、以下のよう

に行った。各 PAHs をエーテルに溶解し、この

エーテルをビニール袋に入れた餌に添加した後、
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よく振って均一化させた。この餌をアルミホイル

上に広げ、一昼夜ドラフト内でエーテルを揮発さ

せた後、ビニール袋に入れて使用時まで冷蔵保存

した。

　�　原油およびナホトカ重油投与実験

　ａ．サザエ

　相模湾で採取したサザエ（殻付平均体重１２８ｇ、

平均殻高７．２㎝、平均殻幅５．６㎝）を実験室でカジ

メなどの海藻を餌として飼育し、実験個体とした。

５０mg/ml の割合で原油（アラブ首長国連邦産）あ

るいはナホトカ重油を溶解させたエーテルを濾紙

１枚当たり０．１ml 添加し、さらに摂餌誘因物質で

あるレシチンを５０mg/ml の割合で溶解させた

エーテルを濾紙１枚当たり０．１ml 添加し、一晩か

けてエーテルを揮発させてこれを餌として投与し

た。投与量は、濾紙１０枚／３０個体で、実験開始時

の飼育密度は３０個体／水槽であった。

　分析部位は中腸腺とした。石油類含有餌投与後

０日、７あるいは１４日、石油類を含まない餌（カジ

メなど）投与後２、６および１０日後にそれぞれ５～

６個体から中腸腺を採取し、個別に分析を行った。

　ｂ．ヒラメ

　�温水養魚開発協会東海事業所から分与を受け、

研究所で２週間程度予備飼育したヒラメを試験魚

とした。原油（アラブ首長国連邦産）あるいはナ

ホトカ重油を２００mg/１００ml 溶解させたエーテル

を、それぞれの石油類が４００mg/kg 餌になるよう

に協和発酵の海産魚初期飼料C ―３０００に添加し、

エーテルを揮発させた後ヒラメに投与した。

　分析部位は肝臓とした。石油類含有餌投与後０

日、７あるいは１４日、石油類を含まない餌投与後

２、６および１０日後にそれぞれ５～６個体から肝

臓を採取した。なお、肝臓が小さかったため、２

～３個体の肝臓を１試料として分析した。

　エ．ヒラメ胆汁中 PAHs 代謝物分析方法

　魚類では蓄積した PAHs は短期間で代謝され、

グルクロン酸抱合体として胆汁中に排泄されるこ

とが指摘されている。３）このため魚類へのPAHs蓄

積状況を評価するためには、体内の PAHs 分析の

みでは不十分で、胆汁中の PAHs 代謝物濃度も測

定する必要がある。そこで石油類で主要な PAHs

の代謝物の胆汁中濃度を以下の通り、蛍光光度計

で測定した。

　魚類における胆汁中のPAHsの代謝物は水酸化

物のグルクロン酸抱合体である。このため、Aas 

et al．４）に準じてナフタレン（Naph）、Pyr および

ベンゾ aピ レン（BaP）の 水酸化物である

Naphthalene―１―hydroxide、Pyrene―１―hydroxide

および BaP―９―hydroxide を標準として、励起波

長 ／蛍光波長でそれぞれ２８５nm/３３６nm、３３９/３９１

および３６７/４２１を測定した。なお、胆汁はその１０

μl を５０％エタノール３ml で希釈したものを試料

とした。

�　結果および考察

　ア． 試料中 PAHs 分析結果

　福井県三国町地先および沖合域の生物試料なら

びに三国町地先で採取されたナホトカ号流出油と

考えられる油試料について、それぞれ PAHs 濃度

を分析した。

　�　漂着油中 PAHs

　１９９９年３月に三国町海岸で採取した漂着油とナ

ホトカ号油槽から抜き取った重油（１９９７年採取）

のPAHs組成分析を行い、表３-１に示す結果が得ら

れた。AceNat および Phen を除いて１９９９年採取

の漂着油でその PAHs 濃度が低下していた。１９９９

年採取の漂着油で濃度の高かったPAHはPhenで

１５１ng/gw.w.,Chry で１０４．５ ng/g w.w.,Pyr で７９．８ 

ng/g w.w.であり、残存率の最も高かったPAHは
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Pyr で、残存率３７．５％を示した。通常、２環、３環

のPAHsが減少して次いでPyr，Chryなどが減少

するが、三国町海岸の漂着油でも同様な傾向が認

められた。また、漂着油中で高濃度であったもの

は Phen，Pyr および Chry であり、生物中で Pyr

などが比較的高濃度に検出されたことと関係する

ものと考えられる。

　�　沿岸域生物中 PAHs

　ａ．サザエ

　ナホトカ号重油流出事故の１ヶ月後である１９９７

年２月１０日から２０００年９月２２日までに、福井県三

国町の地先で採取されたサザエ軟体部のPAHs濃

度を図３―１に示した。事故の１ヶ月後および１ヶ

月半後である１９９７年２月１０日および２月２５日に採

取したサザエの PAHs 濃度は、それぞれ４４および

１１ng/g wet であり、その多くの部分をChry ある

いは Phen が占めた。またその後の PAHs 濃度は

ND～５ng/g wet まで減少した。１９９７年２月２５日

までのPAHs濃度はナホトカ号流出重油の影響を

受けている可能性が考えられるものの、１９９７年３

月の値はNDであり、したがって事故後約２ヶ月

でサザエは流出油の影響からほぼ回復したものと

考えられる。このようにサザエの回復が早かった

のは、潮間帯に生息する他の貝類に比較してサザ

エの生息場所が常時水面下にあったため、油膜な

どとして残留した流出油の影響を受けにくかった

ものと考えられる。

　ｂ．その他の貝類

　本研究を開始してから２０００年３月までの３年間

のカメノテ、ヨメガカサガイ、ベッコウカサガイ

およびムラサキインコの総 PAHs 濃度を図３―２に

示した。総 PAHs 濃度は５～３３ng/g wet であっ

たが、サザエに認められるような PAHs 濃度の経

年的減少は認められなかった。表３―２に示した貝

類別のそれぞれの PAHs 濃度から分かるように、

総 PAHs 濃度と同様にいずれの貝類のいずれの

PAHs 濃度とも経年的減少傾向を示さなかった。

これらの貝類に蓄積したPAHsがナホトカ号流出

重油に由来するとすれば経年的減少を示すものと

考えられることから、５～３３ng/g wet 程度の PAHs

濃度は平常時でも貝類から検出されるのかもしれ

ない。この点については今後さらに調査・研究を

続ける必要があろう。なお、貝類から検出された

PAHsはサザエと同様にChryおよびPhenが多く

を占めると共に、フルオランテン（Flurt）も多く

を占める傾向が認められた。

　�　沖合域生物中 PAHs

　沖合域生物として山形、新潟沖から隠岐諸島に

かけての海域で採取したスルメイカ肝臓および

キュウリエソ（魚体全体）の PAHs 濃度は、表３―３

に示すとおりであった。採取地点が年度によって

異なっているが、比較的近い海域で採取した試料

として、ナホトカ号船首部沈没地点、若狭湾およ
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図３－１　三国町地先サザエ軟体部のPAHs 濃度

図３－２　三国町地先貝類の総 PAHs 濃度の
経年変化　　　　　　

表３－２　三国町貝類（サザエ除く）PAHs 濃度の
経年変化（ng/w.w.）　　　
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表３－３　日本海沖合域生物中 PAHs 濃度（ng/w.w.）



び富山湾のスルメイカ肝臓中PAHs濃度の経年変

化を図３―３に示した。いずれの地点でもナホトカ

号流出事故のあった１９９７年のPAHs濃度が最も高

く、１９９８および１９９９年の値が低い傾向が認められ

た。しかし、ナホトカ号船首部沈没地点付近およ

び富山湾では２０００年にも高い値が認められている

ことから、これらの生物中 PAHs がナホトカ号流

出重油に由来するかどうかは不明である。

　１９９８年のキュウリエソ中Total PAHs 濃度は、

１６～３０ng/g wet、１９９９年で０～３．２ng/g wet、２０００

年で３～８ng/g wet であった。年による採取地

点が異なるため比較はできないが、いずれの年も

キュウリエソ中PAHs濃度とも、イカ肝臓中PAHs濃

度より低い濃度であり、特に９９年および２０００年の

結果ではいずれも１０ng/g wet 未満と低い値を示

した。これはキュウリエソが魚類でありPAHsの

代謝能力を有していることから、水中の石油成分、

特に PAHs、を取り込んでも比較的早い時期にこ

れらを代謝、排泄するためと考えられる。

　スルメイカ肝臓からは比較的高濃度のPAHsが

検出され、キュウリエソからは低濃度の PAHs の

み検出されていることから、スルメイカがその餌

生物の１種であるキュウリエソからのみPAHsを

取り込むことは考えにくく、その他の餌生物また

は水中からもPAHsを取り込んでいたと考えられ

る。また、沖合域における流出油の残存状況を監

視するには、PAHs の代謝能を有しその蓄積性の

低いキュウリエソは適しておらず、代謝能を有し

ていないと考えられるスルメイカが適しているも

のと考えられる。

　イ．サザエ、マダイおよびヒラメ飼育実験

　�　PAHs 投与実験

　ａ．サザエ

　PAHs 添加濾紙を１０日間摂餌させ、その後対照

区と同様にPAHs無添加濾紙を１４日間摂餌させた

サザエの PAHs 分析を行った。餌である濾紙の

PAHs濃度は、設定値であるが、Biphが５μｇ／濾

紙、DB,Phen,Pyr および Chry がそれぞれ１０μｇ／

濾紙であった。

　カニ Callinectes sapidu５）およびロブスター 

Homarus americanus６）では肝膵臓で高濃度の

PAHsが検出されており、さらにカキ Crassostrea 

virginica 生殖腺でも高濃度の PAHs が検出され

ている７）。またサザエ可食部と内臓部の PAHs 濃

度を比較した例８）では、高濃度のクリセンが内臓

部から検出された。貝類のPAHs体内分布につい

ては十分な研究はされていないため、前述の報告

を参考にして、サザエ肝臓（中腸腺）の PAHs を

分析し、表３―４に示す結果を得た。サザエ肝臓

Biph の蓄積量は、経時的な増大を示さず、餌から

の明確な蓄積は認められなかった。DB蓄積量は

投与１０日目で対照区のそれの約２倍の蓄積量を示

し、投与中止後には経時的減少を示したことから、

わずかではあるが、餌からの蓄積傾向が認められ

－３７－

図３－３　日本海沖合域スルメイカ肝臓中
　PAHs 濃度の経年変化



た。さらに Phen，Pyr および Chry 蓄積量は、投

与後１０日目でそれぞれ２３．８、２０．３および１６０ ng/g 

wet weight と高い値を示した。特にChry は、投

与前にはサザエ体内から全く検出されていなかっ

たが、投与１０日目で１６０ ng/g w.w. と著しく高い

蓄積量が認められた。PAHs の投与を中止すると、

Biph を除いていずれのPAH蓄積量とも急速な減

少を示した。

　投与を中止した後の PAHs 半減期は、表３―４に

示すとおりであった。DBおよび Phen の半減期

は約１２日であった。生物中DBの半減期は、後述

するマダイのデータから計算すると６．４日であり、

サザエよりも半減期が短い。一方、Phen の半減

期はニジマスで９日、二枚貝類で１．９～６．１日であ

り、９）サザエのそれが１２日であることからサザエの

Phen 排泄速度は比較的遅いものと考えらた。一

方、サザエのPyrおよびChryの半減期は７．６日お

よび３．０日であった。既存文献値から Pyr の二枚

貝における半減期は３．６～１０．３日、Chry では３．３

～１５．１日であり、サザエの Pyr 半減期は二枚貝類

のそれと近似しており、サザエChry の半減期は

二枚貝類より短いことが考えられる。したがって、

サザエは餌中の PAHs を速やかに吸収し、一方、

餌中のPAHs濃度が減少あるいは消失した場合に

は体内のPAHsを速やかに排泄することが考えら

れる。

　ｂ．マダイ

　油で汚染された底質からEnglish sole へのPAHs

生物濃縮試験結果１０）によれば、表皮、筋肉部分に

比較して肝臓中PAHs濃度が著しく高いことから、

本実験でもマダイ肝臓中 PAHs 濃度を測定した。

対照区飼料およびPAHs添加飼料のPAHsを分析

した結果、表３―５に示すとおり、餌中のBiph，DB，Phen，

PyrおよびChry濃度は２６０、１５００、１４７０、１７８０およ

び１５００ng/gであった。Biphで実測濃度が低かった

が、それ以外の PAHs の濃度は１５００ng/g 前後で

あった。また、表３-５から対照区の餌にも少なか

らず PAHs が含まれており、Phen は８０ng/g 含ま

れていることが明らかとなった。

　PAHs 添加飼料で１０日間飼育したマダイの肝臓

中 PAHs 濃度は、図３―４に示すとおりであった。

Biph，DBおよび Phen 濃度とも１０日目に最大値を

示し、その後の排泄期間では４、１４日目と時間経

過と共にその値の低下する傾向が認められた。な

お、対照区マダイ肝臓のBiph，DBおよび Phen 濃

度はそれぞれ３．２７、１．１９および７．７８ng/g wet 

weight であった。この値と PAHs 投与区マダイ

の値を比較すると、後者のBiphおよびDBとも投

与中止後１０日目にはほぼ前者に近似した値に低下

したことがわかる。ニジマスで報告されている種々

のPAHsに対する体内濃度の半減期が１０日以内で

あることから１１）、マダイを含む魚類では PAHs 投

与を中止してから比較的短期間で体内PAHs濃度

が低下して通常値に戻ることが考えられる。一方、

PAHs 投与区マダイの Phen 濃度はいずれの期間

でも対照区の値である７．７８ng/g wet weight と差

が無く、本実験の投与期間では Phen 濃度が増大

しなかった。

－３８－

表３－４　PAHs 添加濾紙で飼育したサザエ肝臓
　　　　　　中 PAHs 分析結果（ng/g wet weight）

　排泄PAHs 投与PAHs

半減期�対照区平均 １４日４日１０日０日

－

１２．４

１２．０

　７．６

　３．０

６．５１

０．５７

５．３８

３．７０

nd

７．４５

０．５９

８．０４

５．２１

４．０７

　２．７２

　０．８９

　６．３１

　９．８４

１２．７　

　３．１７

　１．３５

　２３．８

　２０．３

１６０　

６．１

０．７

５．０

３．１

nd

Biphenyl 

Dibenzothiphene

Dibenzothiphene

Pyrene

Chrysene

nd<０．５ng/g

　５個体のデータの平均値

表３－５　試験用飼料中 PAHs 分析結果（ng/g）
PAHs 区

餌平均

PAHs 区

餌―２

PAHs 区

餌―１

対照区

餌―２

対照区

餌―１

PAHs

　２５９．９

１５０３　

１４７５　

１７８３　

１５０５　

nd

　２２９．８

１３０２　

１２７８　

１７８８　

１５０９　

nd

　２８９．９

１７０４　

１３７１　

１７７７　

１５０１　

nd

２７．４

　９．２

７４．４

４３．７

３５．５

nd

２７．９

１０．４

８３．６

４７．１

nd

nd

Biphenyl 

Dibenzothiphene

Dibenzothiphene

Pyrene

Chrysene

Benzo(a)pyrene

nd<０．５ng/g

図３－４　PAHs 添加餌投与マダイのPAHs 蓄積



　投与したPAHsの代謝産物の中間体であるBiph

― OH（７．０１～２７．４ng/g wet weigh）および Phen ―

OH（４３．９～８６．５ng/g wet weigh、いずれも参考値）

は、対照区および投与区とも検出されており、マ

ダイがこれらのPAHsを代謝できるものと考えら

れた。

　さらに表３―５に示した結果から明らかなように、

PAHs 添加飼料から１５００μｇ /kg 以上検出された

Pyr および Chry とも対照区、投与区ともいずれ

の個体からも検出されなかった。Exxon Valdez

号原油流出事故現場から採取した pink salmon の

体内 PAHs 分析結果によれば、魚体中からは Pyr

は検出されず、Chryはわずかしか検出されなかっ

た。また、ナホトカ号事故１ヶ月後に三国町地先

で採取されたメジナ、メバル、カサゴおよびウミ

タナゴの筋肉部からはわずかなChry（<０．１～

１．５ng/g）しか検出されなかった。これらの結果

およびマダイを用いた本研究の投与実験結果から

考えて、少なくとも魚類に Pyr および Chry はわ

ずかあるいは全く吸収されないかあるいは吸収後

速やかに代謝されるものと考えられる。

　以上のことから、石油成分中の PAHs はマダイ

に吸収された後、新たな暴露が無ければ２週間程

度でほとんど排泄されることが明らかとなった。

また、マダイからBiphおよびPhenの代謝産物が

検出されたことから、マダイがこれらの PAHに

対する代謝能を有することも明らかとなった。

　�　原油およびナホトカ重油投与実験

　ａ．サザエ

　原油およびナホトカ重油を添加した濾紙で１４日

間飼育し、その後、カジメで１０日間飼育したサザ

エ中腸腺の PAHs 分析を行った。表３―６に餌とし

た濾紙に含まれるPAHs量を示した。原油添加濾

紙からは　１― methyl　naphthalene、２― methyl　

naphthalene，dimethyl naphthalene，DB，Phen

が１００ng／濾紙以上の濃度を示しており、比較的低

分子側の濃度が高い傾向が認められた。一方、ナ

ホトカ重油添加濾紙からは１００ng ／濾紙を越える

濃度を示す PAHs は無かったが、Phen、アントラ

セン（Anth）、Pyr，１，２―Benzanth，Chry，BaP の

濃度は３０ng／濾紙以上で、特にChryが７３ng／濾紙、

BaP が３１ng ／濾紙と比較的高い値を示しており、

原油添加濾紙に比較してChryあるいはBaPなど

の高分子側の濃度の高い傾向が認められた。

　原油添加濾紙を投与したサザエの中腸腺から検

出されたPAHsの濃度（表３―７）は、ほとんど３ng/g 

wetであり、DB，Chry，BkFlurt，BaP，Indo（１，２，３―

cd）Pyr，Dibenz（a，h）AnthおよびBenzo（g，h，i）

Perylene でわずか蓄積傾向が認められた。

　ナホトカ重油添加濾紙を投与したサザエ中腸腺

から検出された PAHs 濃度（表３―７）は、Pyr で１３，

Chry で４２，BaP で １７およびベンゾペリレン（BP）

で１３ng/g wet であり、原油添加濾紙投与に比較し

て高濃度の値が検出された。また、これらのPAHsの

－３９－

表３－６　サザエ暴露濾紙 PAHs 分析結果



半減期を計算するとそれぞれ４．１、４．８、１．３およ

び１．３日となった。

　餌中 PAHs 濃度を示した表３―６から分かるよう

に、原油添加濾紙からは Phen より低分子の数種

のPAHsが１００ng／濾紙含まれ、ナホトカ重油添加

濾紙からも同様の PAHs が１０～６２ng ／濾紙含まれ

ていたが、いずれのサザエからも高濃度には検出

されなかった。一方、ナホトカ重油添加濾紙から

３０ng/g 濾紙と比較的高濃度に検出された Pyr，

Chry および BaP はサザエからそれぞれ１３、４２お

よび１７ng/g wet と比較的高濃度に検出された。

以上の結果から、サザエは Phen よりも低分子の

PAHs はほとんど蓄積しないが、Pyr，Chry ある

いはBaPなどの高分子のPAHsは比較的多く蓄積

するものと考えられた。Biph，DB，Phen，Pyr お

よび Chry を濾紙に添加して飼育したサザエでも

低分子のBiph およびDBの蓄積がほとんど認め

られず、同様の傾向が認められた。

－４０－

　ｂ．ヒラメ

　マダイにBiph，DB，Phen，Pyrおよび Chryを含

む餌を投与した結果，DBおよびPhenの蓄積は認

められたものの，より高分子である Pyr および

Chry の蓄積は認められず，同時に薬物代謝酵素

の誘導も認められなかった。そこで薬物代謝酵素

の誘導能が高いヒラメを用い，サザエと同様に原

油およびナホトカ重油を添加した餌を投与し，肝

臓中のPAHs濃度を測定した。さらに薬物代謝酵

素によって代謝され，胆汁中に排泄された PAHs

の代謝物の測定も行い，ヒラメにおける PAHs 蓄

積・代謝特性を明らかにした。

　表３―８にヒラメ餌中の PAHs 濃度を，表３―９にこ

の餌を投与したヒラメ肝臓中PAHs濃度を示した。

サザエ餌と同様にヒラメの原油添加餌（アラブ首

長国連邦産）の場合，Phenよりも低分子側のPAHs

表３－８　ヒラメ投与餌 PAHs 分析結果

表３－７　原油およびナホトカ号重油添加餌を投与したサザエ中腸腺の PAHs 濃度（ng/w.w.）



が高濃度を示し、一方、ナホトカ重油添加餌では

PyrおよびBaPなどの高分子側のPAHsで高濃度

が認められた。

　原油添加餌を投与したヒラメ肝臓中のほとんど

の PAHs の濃度は、低いかあるいは対照区と同程

度の値であった。また投与１４日目に比較的高い値

を示したPhenおよびMetAnthでもその濃度は対

照区の１．５～２倍程度であり、いずれの PAHs とも

蓄積性の低いことが明らかとなった。

　原油添加餌投与の場合と同様、ナホトカ重油添

加餌を投与したヒラメ肝臓中PAHs濃度もほとん

どが低いかあるいは対照区と同程度であった。ま

た投与１４日目に比較的高い値を示したFlur，Phen

およびMetAnthでもその濃度は対照区の１．５～２

倍程度であり、いずれの PAHs とも蓄積性の低い

ことが明らかとなった。

　以上のように原油あるいは重油を添加した餌を

投与したヒラメではPAHsの著しい蓄積は認めら

れず、特にChry よりも高分子の PAHs はほとん

ど蓄積が認められなかった。同様の石油類を添加

した濾紙を投与したサザエではChry，BaPを含む

高分子の PAHs の蓄積が認められており、生物種

の違いによってPAHsの蓄積特性が大きく異なる

ことが明らかとなった。ヒラメとサザエの PAHs

蓄積特性の差の原因の一つとしてその薬物代謝能

の差が考えられる。芳香族炭化水素を代謝する酵

素として測定したethoxyresorufin o -deethylase

（EROD）１２）活性は、本研究と同様の方法で原油あ

るいは重油を投与したヒラメで誘導されたが、サ

ザエでは全く誘導されなかった。１３）このことはヒ

ラメが餌から取り込んだPAHsを代謝して胆汁中

に排泄していることを示唆するものであり、以下

に胆汁中の PAHs 代謝物濃度を測定した。

　�　ヒラメ胆汁中 PAHs 代謝物

　図３―５に、原油添加餌およびナホトカ重油添加

餌を投与したヒラメの胆汁中PAHs代謝物として

Naph-OHタイプ、Pyrene-OHタイプおよびBaP-

OHタイプの３種類について測定した結果を示し

た。いずれのヒラメもNaph-OHタイプの代謝物

が最も高い濃度（１，０００～１，５００μｇ /ml）を示し、

Pyrene-OHタイプおよびBaP-OHタイプの濃度は

１μｇ /ml 前後であった。原油添加餌で飼育した

ヒラメの胆汁中 PAHs 代謝物濃度は、いずれのタ

イプも対照区と投与区の間に差がなかった。ナホ

トカ重油添加餌で飼育したヒラメの胆汁中の

Naph-OHタイプの代謝物濃度は対照区と比較し

て差が認められなかったが、Pyrene-OHタイプお

よびBaP-OHタイプの濃度は対照区あるいは排泄

期間中のヒラメのそれらに比較して高い傾向が認

められた。ナホトカ重油添加餌で飼育したヒラメ

肝臓中に高分子の PAHs がほとんど検出されな

かったのは、これらが代謝を受けて胆汁などを経

由して排泄されることが原因の一つになっている

ものと考えられる。また裏付けデータはないが、

消化管からの吸収量が少ないことも原因の１つと

して考えられる。

　�　ヒラメ、マダイおよびサザエの PAHs 蓄積

特性の比較

－４１－

表３－９　原油、ナホトカ重油暴露ヒラメの肝臓中 PAHs 蓄積量（ng/g w.w.）



　以上の結果から、これら３種の魚介類の PAHs

蓄積特性を以下に比較した。サザエはわずかでは

あるが低分子のPAHsを蓄積し、Pyr，Chry，BaP

等の高分子のPAHsを比較的高濃度に蓄積するこ

とが明らかになった。また、サザエ中腸腺中の高

分子の PAHs の半減期は５日未満であり、PAHs

を含む流出油等への暴露が無くなった場合、それ

らの体内濃度は速やかに低下するものと考えられ

る。マダイでは餌からBiph およびDB蓄積はわ

ずかに認められたものの、Pyr および Chry の蓄

積が認められなかったことから、低分子の PAHs

はわずかに蓄積し、Pyr あるいは Chry の高分子

PAHs はほとんど蓄積しないことが明らかになっ

た。ヒラメでもマダイと同様の傾向が認められて

おり、これはマダイおよびヒラメとも PAHs の消

化吸収量が少ないか、あるいは吸収してもすぐに

肝臓などで水酸化を受け、抱合体として速やかに

胆汁に排泄してしまうためと考えられる。しかし、

PAHs 投与によって誘導されるERODの測定を

行った結果によれば、PAHs を投与したヒラメで

はEROD活性が増加したもののマダイではほと

んどEROD活性が増加しなかったことから、ヒラ

メでは消化管からのPAHsの吸収が少なからずあ

るものの体内で比較的速やかに代謝されるため、
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図３－５　原油およびナホトカ重油を投与したヒラメ胆汁中 PAHs 代謝物濃度



その体内濃度が低くなったものと考えられる。一

方、EROD活性の増加が無かったマダイでは、消

化管からの PAHs 吸収が、ヒラメ等に比較して著

しく少なかったと考えられる。

　以上のことから、魚介類を用いて沿岸に漂着す

る流出油の影響評価をする場合、サザエのような

貝類では比較的多くの PAHs を蓄積し、暴露が終

了すると蓄積したPAHsは速やかに排泄されるこ

とから、流出油の影響評価を行う上では適した生

物と考えられる。一方、魚類は PAHs の代謝能を

有することから、単に PAHs のみの分析では不十

分で、その代謝物についても分析しておく必要が

あろう。

�　今後の問題点

　本課題ではサザエについてそのPAHs濃度の推

移から、ナホトカ号事故からの回復を明らかにす

ることができたが、それ以外の二枚貝類ではその

回復状況を明らかにすることはできなかった。そ

の一つの原因として、ナホトカ号事故前および事

故直後の二枚貝類PAHs濃度が不明であったため、

調査時点での値がどのような意味を持つのかが分

からなかったことがあげられる。したがって、今

後は石油流出の起こる前の貝類中PAHs濃度を全

国的に調査する必要があろう。この点については、

瀬戸内水研環境保全部が平成１３年度から調査を開

始することから、その成果が期待される。また、

生物濃縮係数、蓄積速度あるいは排泄速度などの

二枚貝による石油成分蓄積特性についても、今後

実験的に明らかにする必要がある。

　魚類による PAH蓄積はほとんど認められな

かったが、PAHが代謝されて胆汁に残留するこ

とが推測された。したがって、消化管あるいは鰓

からどの程度の PAHs が吸収され、そのうちのど

の程度の割合が代謝物として胆汁中に排泄される

かを今後明らかにする必要がある。また、胆汁中

の代謝物（おそらくは PAHのヒドロキシ体）の

同定および定量にまでは至らなかったため、これ

らの成分の分析法についてさらに発展させる必要

がある。

　以上が、我々の分担した課題の今後に残された

問題点である。
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２．薬物代謝酵素活性による石油汚染モニタリン

グ手法の開発

�　研究目的

　現在、世界のエネルギーの大半は石油に依存し

ており、そのためタンカーを用いた石油輸送が頻

繁に行われている。それに伴い、石油流出事故に

よる沿岸の汚染が頻繁におこっている。

　石油汚染は一般に水質、底質および生体に含ま

れる石油成分を測定して評価されるが、それらを

長期にわたり経時的に逐一測定することは、経費

および労力の両面からも非常に困難である。また、

分析値は汚染の程度を示すが、生物に及ぼす生理

的影響を直接評価することは困難である。近年、

これらの問題を補完するため、生物特に魚類の薬

物代謝酵素活性の変動を用いた評価が適用されて

いる。

　一般に、石油成分が魚体内に取り込まれると、

核内にあるアリルハイドロカーボンレセプターが

それと結合し、この指令によりシトクロム P４５０

（P４５０１A１）を通常の数十倍にまで誘導するとされ

ている１）。よって、魚類の P４５０１A１の活性を測定

することにより、石油汚染を明らかにすることが

可能である。既に海外では多くの研究が行われて

おり、バーゼル号事故現場ではギンポの１種を採

取し、その P４５０１A１酵素活性を測定している２）。他

にcode３），dab４）， turbot５），flounder６），surgeonfish７）， 

sea ducks８）を用いて石油汚染のモニタリングが行

われている。我々もこれまでの研究で、カレイの

P４５０１A１活性が水域の汚染を反映して誘導するこ

とを明らかにした９）。

　本研究では、日本沿岸で石油流出事故が起こっ

た場合を想定し、その石油汚染モニタリングのた

め、P４５０１A１測定方法の確立および生物種の選定

を検討した。さらにナホトカ号重油流出域におけ

るヒラメ P４５０１A１を指標とした影響調査を行っ

た。

�　研究方法

　ア．サザエ暴露実験

　重油 （ナホトカ号の船倉から採取した重油）お

よび原油（アラビア首長国連邦産）をアセトンに

溶かした後、ろ紙に添加し風乾した。このろ紙を

サザエ（平均体重１１０ｇ）に、１㎎/㎏ 体重・日の

割合で１４日間餌より与えた。投与開始７、 １４日目、

および投与打ち切り後２、６、１２、２２日目に、サザ

エを各５個体を取り上げ、中腸腺を摘出して液体

窒素で凍結後、―８０℃ で保存した。後日、細胞分

画を行いミクロソーム画分における P４５０１A１を

ethoxyresolfin O-deethylase （EROD） の活性と

して測定した。実験期間中サザエの斃死は観察さ

れなかった。

－４４－



　イ．マダイ投与実験

　重油成分（クリセン、ピレン、ジベンゾチオフェ

ン、フェナントレン、ビフェニル）の混合物を餌

に添加して、マダイ（平均体重２０４ｇ、３０尾）に各

１㎎/㎏ 魚体重／日の投与量となるように餌を与

えた。対照区として無添加の餌を与えた。投与開

始１０日目、および投与打ち切り後３、１１日目に、魚

を各４尾ずつ取り上げ、肝臓を摘出して液体窒素

で凍結後、―８０°Cで保存した。後日、細胞分画を

行い、 ERODの活性を測定した。

　ウ．ヒラメ投与実験

　２トン水槽８個にヒラメ（平均体重約６０ｇ）を

各５０尾収容して流水で１週間馴致した後、重油 （ナ

ホトカ号の船倉から採取した重油）を添加した餌

（ヒガシマル社製ヒラメ用餌料）を投与した。対

照区として無添加の餌を与えた。重油は０．１、 

０．３、 １㎎/㎏ 魚体重／日となるようにして１０日

間投与した。投与開始０、 ５、 １０日目、および投

与打ち切り後２、４、６日目に各水槽より魚を３

尾ずつ、各処理区計６尾取り上げ、肝臓を摘出し

て液体窒素で凍結後、―８０℃ で保存した。後日、

EROD活性を測定した。

　エ．重油流出域のサザエ

　サンプルとして、１９９８年重油流出域の福井県安

島（平均重量３１．５ｇ）、崎および梶（平均重量

２８．３g）また対照として長崎県壱岐（平均重量

２７．１g）で採取したものを、生きたまま冷蔵で輸送

後、研究室で中腸腺を摘出し、液体窒素で凍結し、

―８０℃で保存し、後日、ERODの活性を測定した。

　オ．重油流出域のヒラメ

　２０００年１１月　富山県黒部市地先 （n=６、平均体

重 ４３７ｇ）、富山県氷見市地先 （n=１０、平均体重 

４５５ｇ）、福井県三国町地先 （n=１０、平均体重 ４６６

ｇ）、福井県小浜町地先 （n=５、平均体重 ４６９ｇ）、

鳥取県鳥取市地先 （n=７、 平均体重 ７３９g） に

て漁獲されたヒラメより肝臓を摘出し、液体窒素

で凍結後、―８０℃ で保存した。後日、EROD活性を

測定した。

　カ．EROD測定

　肝 臓 に１０倍 容 の０．２５M Sucrose， １０mM tris-

HCl（�７．５）（サザエにはtrypsin inhibitor １㎎/ml

を含む）を添加してホモジナイズし、１２，０００rpm

（１０，０００ x g） ２０分間 ４℃で遠心分離して上清を

得た。その上清をさらに４０，０００rpm （１００，０００ x 

g） ７０分間 ４℃で超遠心分離してミクロソーム画

分を得た。この画分を上記 Sucros 液を加えて再

度ホモジナイズし、その濃度が０．２５g―liver/ml と

なるように調整した後、再度液体窒素で凍結し、

―８０℃で保存した。

　得られたサンプル２０ μl に１６０ μl の混合液（１４９ 

μl の distilled water，１０ μl の potassium 

phosphate buffer（�７．７），０．４μl の２．５M MgCl２，  

１０μlの１０mM NADP， ０．２μlの２０unit/ml glucose 

６ phosphate dehydlase， ０．２ μl の２mM 

ethoxyresorufin（in methanol）を 加 え、３０℃ の

ウォーターバスでプレインキュベートした。次に、

２０μl の５０mM glucose ６ phosphateを加えて３０℃

で２０分間反応させた。反応は８０℃ で５分間加熱

して失活させ、蒸留水を２００μl 加えて、１２，０００rpm

（１０，０００ x g）で２０分遠心後０．５� filter を通した。

これをHPLCにより代謝物の７―hydroxyresorfin

のピークを定量した。分析はTOSOH SUPER-

ODS カラム、励起波長５５０nm、蛍光波長５８５nm、

MeOH in ５０mM K２HPO４；０-１００％、１０分間グラジ

エントで行った。

　キ．蛋白質量の測定

　蛋白質はBCA Protein Assay Kit （PIERCE Co．，

USA）を用いて測定した。

�　結果

　ア．サザエ

　暴露したサザエにおいて、投与１４日目の重油お

よび原油投与区の各１個体でEROD活性が検出さ

れたが、その他の６４検体では検出限界以下であっ

た。さらに、重油流出域の福井県安島、崎および

梶、ならびに清浄域である長崎県壱岐で採取した

サザエにおいても活性が全く検出されなかった。

よって、サザエにおいて原油もしくは石油成分に

より酵素活性は殆ど誘導されずサザエを石油汚染

の指標として使用することは困難であると考えら

れた。

－４５－



　イ．マダイ暴露試験

　餌より重油成分を投与したマダイにおける

EROD酵素活性を図４―１に示す。餌投与実験では

重油成分による P４５０のEROD酵素活性は、対照

区に対して増加しておらず、誘導は見られなかっ

た。同時に行われたマダイにおける重油成分の取

り込み実験から、重油成分が体内に吸収されるこ

とを確認しており、マダイでは P４５０１A１の誘導性

が低いことが考えられた。

　ウ．ヒラメ暴露試験

　重油成分を投与したヒラメにおけるEROD酵素活

性を図４-２に示す。投与開始時、０．１３nmol/㎎-

protein/min であったが、投与１０日目以降で全て

の投与区で対照区に比べて有意（P<０．０５）に増加

が見られた。１㎎/㎏ 投与区では２．６nmol/㎎-

protein/min（１０日目）と対照の１５倍に有意に増加

し、重油投与を中止しても活性は低下しなかった。

また、０．１および０．３㎎/㎏ 投与区ではEROD活性

は投与を中止しても上昇を続け、１６日目（重油投与

中止後６日目）では１㎎/㎏ 投与区と同レベルに

達した。

　エ．ヒラメの重油流出域におけるヒラメの

EROD活性

　５調査地点で採取したヒラメの魚体重の平均値

を図４―３に示す。Kruskal Wallis 法により多重比

較したところ統計的に有意はなかった。次にヒラ

メのEROD活性を図４―４に示す。EROD活性を平

均値で比較すると氷見が０．１５９と最も高く、三国

が０．０８４、鳥取が０．０５５、黒部が０．０４４、小浜が

０．０３２nmol/min/㎎-proteinの順であった。地点間

の差をMann―Whitney U testで比較し Bonferroni's 

p（p<０．０５）で有意差を検討したが、地点間の有

意差は検出できなかった。
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図４－２　重油を暴露したヒラメにおける
EROD活性の誘導　

　○　対照区　　◆　０．１㎎／㎏　　●　０．３㎎／㎏　　▲　１．０㎎／㎏

図４－４　流出域で採取したヒラメのEROD活性

図４－３　重油流出域で採取したヒラメの魚体重

図４－１　重油流出成分を餌より投与したマダイ
におけるP4501A1 酵素活性の量（ethoxy-
resorufinを基質として用いた）

●　投与区　　　○　対照区



�　考察

　ア．サザエ

　サザエに重油を暴露した結果、ERODの活性は

殆ど認められなかった。この原因としてサザエに

はEROD活性、つまりP４５０１A１が極めて微弱で誘

導しないためと考えられた。流出域および清浄域

より採取したサザエにおいても、本活性は検出さ

れなかったことからも、サザエは石油汚染のバイ

オマーカーには適さないと考えられた。

　イ．マダイ

　マダイに重油を暴露した結果、ERODの活性は

殆ど認められなかった。同時に P４５０１A１ mRNA

の量を測定したが、酵素活性と同様に殆ど変化し

なかった（unpublished data）。P４５０１A１誘導剤と

してメチルコラントレン（３MC）を投与しても、

P４５０１A１が 有 意 に 増 加 し な か っ た 結 果

（unpublished data）と一致している。一般に魚類

では３MCにより P４５０１A１は誘導するとされてい

るが、マダイは P４５０１A１が誘導しにくい可能性が

考えられる。

　ウ．ヒラメ

　ヒラメに重油を０．１、 ０．３、 １㎎/㎏の割合で１０

日間投与するとEROD活性が大きく誘導し、その

後投与を中止しても、誘導した活性は対照区の約

１０倍程度に増加したまま維持されていた。よって、

現場でヒラメが重油に暴露された後もEROD活

性は比較的長期にわたり維持されると思われる。

今回行った実験では、対照区のEROD活性がしだ

いに増加する傾向にあったが、その原因として餌

に低濃度ながら誘導物質の存在が考えられた。

　ヒラメの重油流出域においてヒラメを採取した

結果、そのEROD活性値は重油暴露実験の値の約

１／１０以下と低く、また地域間に統計上有意な差は

なかった。しかし、最も高い氷見と最も低い小浜

で約５倍の差があり、EROD活性の誘導が疑われ

る。最も重油汚染の激しかった福井県三国町では

０．０８４と氷見より低く、氷見ではナホトカ号重油

流出以外の影響が考えられた。

�　今後の問題点

　流出事故に備えるため、誘導が全くない時の

EROD活性を明らかにした後、全国でヒラメの

EROD活性を定期的に調査しておくことが望ま

しい。

�　要約

ア．重油汚染の指標としてヒラメ肝臓 P４５０１A１

（EROD活性）が実用的である。

イ．重油流出域でヒラメERODを調査したが、明

確な重油流出の影響は認められなかった。

�　文献

１）Polan, A. and Knutson, J.C. (１９８２)：２, ３, ７, ８―

tetrachlorodibenzo-p-dioxine　and　related　

aromatic　hydrocarbons　examination　of　the 

mechanism of toxicity, Ann. Rev. Pharmacol. 

Toxicol., ２２, ５１７―５５４

２）Woodin BR., Smolowitz RM. and Stegeman 

JJ. (１９９７): Induction of cytochrome p４５０１a in 

the intertidal fish anoplarchus purpurescens 

by prudhoe bay crude oil and environmental 

induction in fish from prince william sound, 

Environ. Sci. Tech., ３１, １９８―１２０５

３）Aas E. and Klungsoyr J. (１９９８)：PAH 

metabolite in bile and EROD activity in north 

sea fish, Mar. Environm. Res., ４６, ２２９―２３２

４）Kirby MF., Neall P. and Tylor T.(１９９９)： 

EROD activity measured in flatfish from the 

area of the Sea Empress oil spill, 

Chemosphere, ３８, ２９２９―２９４９ 

５）Camus L., Aas E. and Borseth JF.(１９９８)： 

Ethoxyresorufin -O-deethylase activity and 

fixed wavelength fluorescence detection of 

pahs metabolites in bile in turbot(scophthalmus

　maximus l.) exposed to a dispersed topped 

crude oil in a continuous flow system, Mar. 

Environm. Res., ４６, ２９―３２

６）Broeg K., Zander S., Diamant A., Korting W., 

Kruner G., Paperna I. and von Westernhagen 

H.（１９９９)： The use of fish metabolic, 

pathological and parasitological indices in 

pollution monitoring - １. North Sea Source, 

Helgoland Mar. Res., ５３, １７１―１９４

７）Galgani F., Bocquene G. and Burgeot 

－４７－



T.(１９９６)：Acetylcholinesterase ethoxyresorufin-

O-deethylase in the surgeonfish acanthurus 

bahianus around martinique island (french 

west indies), Biomarkers, １, ２０８―２１０

８）Trust KA., Esler D., Woodin BR. and 

Stegeman JJ.(２０００)：Cytochrome P４５０１A 

induction in sea ducks inhabiting nearshore 

areas of Prince William Sound, Alaska, Mar. 

Poll. Bull., ４０, ３９７―４０３

９）Oshima Y., K. Kobayashi, C. Hidaka,  S. Izu 

and N. Imada(１９９４)： Differences in the drug-

metabolizing enzyme activities among fish 

and bivalves living in waters nearby industrial 

and non-industrial areas, Bull. Environ. 

Contam. Toxicol., ５３, １０６―１１２

（九州大学・大嶋雄治、本城凡夫）

－４８－

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org

